
第 21 回総務省行政事業レビュー推進チーム会合 

 

平成 30 年９月３日 

持 ち 回 り 開 催 

 

 

［次第］ 

１ 平成 30 年度総務省行政事業レビュー行動計画の改正について 

２ 平成 30 年度総務省行政事業レビューの結果について 

 

 

［資料］ 

１－１ 平成 30 年度総務省行政事業レビュー行動計画（案） 

１－２ 平成 30 年度総務省行政事業レビュー行動計画新旧対照表 

２－１ 平成 30 年度総務省行政事業レビューの結果について 

２－２ 平成 30 年度行政事業レビュー事業単位整理表兼点検結果の平成 31 年

度予算概算要求への反映状況調表 

２－３ 公開プロセス結果の平成 31 年度予算概算要求への反映状況 

２－４ 行政事業レビュー点検結果の平成 31 年度予算概算要求への反映状況

（集計表） 

 

［参考資料］ 

 総務省行政事業レビュー推進チーム運営要領（平成 25 年４月 26 日総官会第

866 号の２） 
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平成 30 年４月 12 日 

改正 平成 30 年９月○日 

総 務 省 

 

平成 30 年度総務省行政事業レビュー行動計画 

 

１．基本的な考え方 

行政事業レビュー（以下「レビュー」という。）は、各府省自らが、自律的に、概算要求前

の段階において、原則全ての事業について、予算が最終的にどこに渡り（支出先）、何に使

われたのか（使途）といった実態を把握し、これを国民に明らかにした上で、外部の視点も

活用しながら、過程を公開しつつ事業の内容や効果の点検を行い、その結果を予算の概

算要求や執行等に反映させる取組である。 

レビューは、行政の無駄の削減のみを目的とするものではなく、事業の効果的、効率的

な実施を通じ質の高い行政を実現するとともに、国の行政の透明性を高め、国民への説明

責任を果たすために実施するものである。 

また、国からの資金交付により新設又は積み増し（以下「造成」という。）された基金（以

下「基金」という。）についても、レビューの枠組みの下、基金の適切な管理に向けた取組等

を実施するものである。 

以上を踏まえ、総務省においては、「今後の行政事業レビューの実施等について」（平成

25 年 4 月 2 日行政改革推進会議とりまとめ）等に定める手続によりレビューに係る取組を

進める他、本行動計画によって定める取組体制及びスケジュール等により、平成 30 年度

のレビューを実施する。 

 

２．レビューの取組体制 

（１） 総務省行政事業レビュー推進チーム 

① 総務省におけるレビューを実施するため、総務省行政事業レビュー推進チーム（以

下「チーム」という。別添。）を置く。 

統括責任者：大臣官房長 

副統括責任者：大臣官房会計課長及び大臣官房政策評価広報課長 

メンバー：各局総務課長等 

その他、チームが必要と認めたときは、上記以外の者を参画させることができる。 

② チームの下に事務局を置き、チームの運営に関する事務を担当させる。 

③ 事務局長は、大臣官房長とし、事務を総括整理する。事務局次長は、大臣官房会計

課長及び大臣官房政策評価広報課長とし、事務を整理する。 

（２） チームの取組 

（案） 
資料１－１ 
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    チームは、以下の取組を行うものとする。それぞれの取組に関する具体的な取組の

内容等については別紙１のとおりとする。 

 【事業の点検等】 

①  事業所管部局による行政事業レビューシート（以下「レビューシート」という。）の適

切な記入及び厳格な自己点検の指導 

② 外部有識者の点検を受ける事業の選定及び外部有識者からの点検結果の聴取 

③ 外部有識者による公開の場での点検（以下「公開プロセス」という。）の対象となる事

業の選定及び点検結果の聴取 

④ ①、②及び③を踏まえた事業の厳しい点検（サマーレビュー）及び点検結果（所見）

のとりまとめ 

⑤ チーム所見を踏まえた事業の改善状況の点検 

⑥ 総務省全体の概算要求への反映状況の確認及びとりまとめ 

⑦ 行政改革推進会議による検証結果の予算編成等への反映に係る指導 

⑧ 優良改善事例の選定 

【基金の点検等】 

⑨ 基金所管部局による、国からの資金交付により造成された基金の適切な管理を確

保するための以下の取組に関する指導 

・ 基金シート及び地方公共団体等保有基金執行状況表の作成対象となる基金及び

基金事業の正確な現況把握等 

・ 基金シート及び地方公共団体等保有基金執行状況表の適切な作成及び公表 

・ 基金の適切な自己点検の推進及び実施体制の整備 

⑩ 公益法人等に造成された基金の執行状況一覧表の適切な作成・公表 

⑪ 官民ファンド等の出資の所管部局による、出資状況表の作成対象となる出資の現

況把握等及び同表の適切な作成・公表等の取組の指導 

 

３．取組の進め方 

本行動計画に定めるものの他、「行政事業レビュー実施要領」（平成 25 年 4 月 2 日行政

改革推進会議策定、平成 30 年 3 月 28 日改正）（以下「実施要領」という。）等によるものと

する。 

 

４．スケジュール 

 別紙２のとおりとする。  
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平成 30 年度総務省行政事業レビュー行動計画に係る取組に関する具体的な内容と担当

者（担当機関）は、次のとおりとする。 

 

①  事業所管部局によるレビューシートの適切な記入及び厳格な自己点検の指導 

・チームの指示を受け、事務局は実施要領等に基づきレビューシートの作成等の発注を事

業所管部局（予算担当部門）に行う際、内閣官房行政改革推進本部事務局から示された

行政事業レビューシート作成要領に沿って適切に記入するよう指導する。 

 

② 外部有識者の点検を受ける事業の選定及び外部有識者からの点検結果の聴取 

・事務局は、実施要領に基づき点検対象事業を選定し、外部有識者への点検を求める。 

 

③ 公開プロセスの対象となる事業の選定及び点検結果の聴取 

・事務局は、上記の外部有識者による点検の対象事業のうち、実施要領を踏まえ、公開プ

ロセスの対象事業を選定及び点検結果の聴取を行う。 

 

④ ①から③を踏まえた事業の厳しい点検（サマーレビュー）及び点検結果（所見）のと

りまとめ 

・上記①から③までのプロセスを経て作成されたレビューシートについては、事務局に別途

設置する予算編成を担当する職員及び予算執行の点検を担当する職員を中心に構成する

ワーキンググループにおいて、実施要領に基づき厳しく点検し、その結果を事務局に報告

する。 

 

⑤ チーム所見を踏まえた事業の改善状況の点検 

・上記④までのプロセスを経てチームの所見の欄に必要事項を記入したレビューシートに

ついては、速やかに事務局から事業担当部局（予算担当部門）に送付し、「所見を踏まえた

改善点／概算要求における反映状況」の欄を記入し、事務局への提出を指示する。 

 

⑥ 総務省全体の概算要求への反映状況の確認及びとりまとめ 

・上記⑤までの手続を行い、事務局は、総務省全体の概算要求への反映状況を確認し、取

りまとめの上チームに報告し、レビューシートの最終公表後一週間以内に公表する。 

 

⑦ 行政改革推進会議による検証結果の予算編成等への反映に係る指導 

・事務局は、行政改革推進会議による検証結果について、概算要求等に適切に反映する

よう事業担当部局を指導する。 

別紙１ 
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⑧ 優良改善事例の選定 

・事務局は、事業担当部局による自主的な事業改善のうち、優れた取組を優良改善事例と

して選定し、総務省内に普及させるとともに、ホームページにおいて公表する。 

 

⑨ 基金所管部局による、国からの資金交付により造成された基金の適切な管理を確

保するための取組に関する指導 

・チームの指示を受け、事務局は実施要領に基づき基金所管部局に対し余剰資金の有無

等に係る厳格な点検を行うよう指導する。 

 

⑩ 「公益法人等に造成された基金の執行状況一覧表」の適切な作成・公表 

・事務局は、公益法人等に造成された基金の執行状況一覧表を基金シートと併せ９月末目

途に最終公表を行う。 

 

⑪ 「官民ファンド等の出資状況表」の適切な作成・公表 

・事務局は、官民ファンド等の出資状況表を作成し、９月末目途に公表を行う。 
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平成 30 年度総務省行政事業レビュー想定スケジュール 

実施時期 実施内容 

4 月 中旬 

・平成 30 年度総務省行政事業レビュー行動計画の公表 

・事業単位の整理 

・外部有識者の点検を受ける事業の選定 

・公開プロセス対象事業候補の選定 

5 月 
下旬

～ 

・公開プロセス事前勉強会の実施 

・レビューシートの中間公表（公開プロセス対象事業に限る。） 

6 月 
下旬 ・公開プロセスの実施 

下旬 

～ 

上旬 

・レビューシートの中間公表（公開プロセス対象事業以外。） 

・外部有識者によるレビューシートの点検（特定事業に限る。） 

 

7 月 
中旬 

～ 

上旬 

・チームによるレビューシートの点検（サマーレビュー）、概算要求への反映 

・基金シートの中間公表（７月末） 

8 月 
下旬 

・レビューシート最終版（平成 31 年新規要求事業以外）の公表 

・平成 31 年度予算概算要求の提出（８月末） 

9 月 
上旬 

・平成 31 年度予算概算要求への反映状況の公表 

・レビューシート最終版（平成 31 年新規要求事業）の公表 

下旬 ・基金シート最終版及び一覧表の公表（９月末） 

10 月～ ・行政改革推進会議による「秋のレビュー」の開催 など 

 

  

別紙２ 
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総務省行政事業レビュー推進チーム 

 

統括責任者 ：大臣官房長 

副統括責任者：大臣官房会計課長 

          大臣官房政策評価広報課長 

メンバー    ：大臣官房秘書課長 

          大臣官房総務課長 

          大臣官房企画課長 

          行政管理局企画調整課長 

          行政評価局総務課長 

          自治行政局行政課長 

          自治財政局財政課長 

          自治税務局企画課長 

          国際戦略局総務課長 

          情報流通行政局総務課長 

          総合通信基盤局総務課長 

          統計局総務課長 

          政策統括官（統計基準担当）統計企画管理官 

          政策統括官（恩給担当）恩給企画管理官 

          サイバーセキュリティ統括官参事官（総括担当） 

          消防庁総務課長 

          公害等調整委員会事務局総務課長 

（事務局） 

事務局長  ：大臣官房長 

事務局次長 ：大臣官房会計課長 

         大臣官房政策評価広報課長 

 

別添 
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総務省行政事業レビュー行動計画新旧対照表 

新 （平成 30 年度） 旧 （平成 30 年度） 

（案）  

平成 30 年４月 12 日 

改正 平成 30 年９月○日  

総 務 省 

 

平成 30 年度総務省行政事業レビュー行動計画 

 

平成 30 年４月 12 日 

 

総 務 省 

 

平成 30 年度総務省行政事業レビュー行動計画 

 

１．基本的な考え方 

行政事業レビュー（以下「レビュー」という。）は、各府省自らが、自律的

に、概算要求前の段階において、原則全ての事業について、予算が最終

的にどこに渡り（支出先）、何に使われたのか（使途）といった実態を把握

し、これを国民に明らかにした上で、外部の視点も活用しながら、過程を

公開しつつ事業の内容や効果の点検を行い、その結果を予算の概算要

求や執行等に反映させる取組である。 

レビューは、行政の無駄の削減のみを目的とするものではなく、事業の

効果的、効率的な実施を通じ質の高い行政を実現するとともに、国の行

政の透明性を高め、国民への説明責任を果たすために実施するものであ

る。 

また、国からの資金交付により新設又は積み増し（以下「造成」とい

１．基本的な考え方 

行政事業レビュー（以下「レビュー」という。）は、各府省自らが、自律的

に、概算要求前の段階において、原則全ての事業について、予算が最終

的にどこに渡り（支出先）、何に使われたのか（使途）といった実態を把握

し、これを国民に明らかにした上で、外部の視点も活用しながら、過程を

公開しつつ事業の内容や効果の点検を行い、その結果を予算の概算要

求や執行等に反映させる取組である。 

レビューは、行政の無駄の削減のみを目的とするものではなく、事業の

効果的、効率的な実施を通じ質の高い行政を実現するとともに、国の行

政の透明性を高め、国民への説明責任を果たすために実施するものであ

る。 

また、国からの資金交付により新設又は積み増し（以下「造成」とい

資料１－２ 



2 
 

う。）された基金（以下「基金」という。）についても、レビューの枠組みの

下、基金の適切な管理に向けた取組等を実施するものである。 

以上を踏まえ、総務省においては、「今後の行政事業レビューの実施

等について」（平成 25 年 4 月 2 日行政改革推進会議とりまとめ）等に定め

る手続によりレビューに係る取組を進める他、本行動計画によって定める

取組体制及びスケジュール等により、平成 30 年度のレビューを実施す

る。 

 

う。）された基金（以下「基金」という。）についても、レビューの枠組みの

下、基金の適切な管理に向けた取組等を実施するものである。 

以上を踏まえ、総務省においては、「今後の行政事業レビューの実施

等について」（平成 25 年 4 月 2 日行政改革推進会議とりまとめ）等に定め

る手続によりレビューに係る取組を進める他、本行動計画によって定める

取組体制及びスケジュール等により、平成 29 年度のレビューを実施す

る。 

 

２．レビューの取組体制 

（１） 総務省行政事業レビュー推進チーム 

① 総務省におけるレビューを実施するため、総務省行政事業レビュ

ー推進チーム（以下「チーム」という。別添。）を置く。 

統括責任者：大臣官房長 

副統括責任者：大臣官房会計課長及び大臣官房政策評価広報課長 

メンバー：各局総務課長等 

その他、チームが必要と認めたときは、上記以外の者を参画させること

ができる。 

② チームの下に事務局を置き、チームの運営に関する事務を担当さ

せる。 

③ 事務局長は、大臣官房長とし、事務を総括整理する。事務局次長

は、大臣官房会計課長及び大臣官房政策評価広報課長とし、事務

を整理する。 

２．レビューの取組体制 

（１） 総務省行政事業レビュー推進チーム 

① 総務省におけるレビューを実施するため、総務省行政事業レビュ

ー推進チーム（以下「チーム」という。別添。）を置く。 

統括責任者：大臣官房長 

副統括責任者：大臣官房会計課長及び大臣官房政策評価広報課長 

メンバー：各局総務課長等 

その他、チームが必要と認めたときは、上記以外の者を参画させること

ができる。 

② チームの下に事務局を置き、チームの運営に関する事務を担当さ

せる。 

③ 事務局長は、大臣官房長とし、事務を総括整理する。事務局次長

は、大臣官房会計課長及び大臣官房政策評価広報課長とし、事務

を整理する。 

（２） チームの取組 （２） チームの取組 
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    チームは、以下の取組を行うものとする。それぞれの取組に関する

具体的な取組の内容等については別紙１のとおりとする。 

 【事業の点検等】 

①  事業所管部局による行政事業レビューシート（以下「レビューシー

ト」という。）の適切な記入及び厳格な自己点検の指導 

② 外部有識者の点検を受ける事業の選定及び外部有識者からの点

検結果の聴取 

③ 外部有識者による公開の場での点検（以下「公開プロセス」とい

う。）の対象となる事業の選定及び点検結果の聴取 

④ ①、②及び③を踏まえた事業の厳しい点検（サマーレビュー）及び

点検結果（所見）のとりまとめ 

⑤ チーム所見を踏まえた事業の改善状況の点検 

⑥ 総務省全体の概算要求への反映状況の確認及びとりまとめ 

⑦ 行政改革推進会議による検証結果の予算編成等への反映に係る

指導 

⑧ 優良改善事例の選定 

 

【基金の点検等】 

⑨ 基金所管部局による、国からの資金交付により造成された基金の

適切な管理を確保するための以下の取組に関する指導 

・ 基金シート及び地方公共団体等保有基金執行状況表の作成対

象となる基金及び基金事業の正確な現況把握等 

    チームは、以下の取組を行うものとする。それぞれの取組に関する

具体的な取組の内容等については別紙１のとおりとする。 

 【事業の点検等】 

②  事業所管部局による行政事業レビューシート（以下「レビューシー

ト」という。）の適切な記入及び厳格な自己点検の指導 

② 外部有識者の点検を受ける事業の選定及び外部有識者からの点

検結果の聴取 

③ 外部有識者による公開の場での点検（以下「公開プロセス」とい

う。）の対象となる事業の選定及び点検結果の聴取 

④ ①、②及び③を踏まえた事業の厳しい点検（サマーレビュー）及び

点検結果（所見）のとりまとめ 

⑤ チーム所見を踏まえた事業の改善状況の点検 

⑥ 総務省全体の概算要求への反映状況の確認及びとりまとめ 

⑦ 行政改革推進会議による検証結果の予算編成等への反映に係る

指導 

⑧ 優良改善事例の選定 

 

【基金の点検等】 

⑨ 基金所管部局による、国からの資金交付により造成された基金の

適切な管理を確保するための以下の取組に関する指導 

・ 基金シート及び地方公共団体等保有基金執行状況表の作成対

象となる基金及び基金事業の正確な現況把握等 
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・ 基金シート及び地方公共団体等保有基金執行状況表の適切な

作成及び公表 

・ 基金の適切な自己点検の推進及び実施体制の整備 

⑩ 公益法人等に造成された基金の執行状況一覧表の適切な作成・

公表 

⑪ 官民ファンド等の出資の所管部局による、出資状況表の作成対象

となる出資の現況把握等及び同表の適切な作成・公表等の取組の

指導 

・ 基金シート及び地方公共団体等保有基金執行状況表の適切な

作成及び公表 

・ 基金の適切な自己点検の推進及び実施体制の整備 

⑩ 公益法人等に造成された基金の執行状況一覧表の適切な作成・

公表 

⑪ 官民ファンド等の出資の所管部局による、出資状況表の作成対象

となる出資の現況把握等及び同表の適切な作成・公表等の取組の

指導 

３．取組の進め方 

本行動計画に定めるものの他、「行政事業レビュー実施要領」（平成 25

年 4 月 2 日行政改革推進会議策定、平成 30 年 3 月 28 日改正）（以下

「実施要領」という。）等によるものとする。 

３．取組の進め方 

本行動計画に定めるものの他、「行政事業レビュー実施要領」（平成 25

年 4 月 2 日行政改革推進会議策定、平成 30 年 3 月 28 日改正）（以下

「実施要領」という。）等によるものとする。 

４．スケジュール 

 別紙２のとおりとする。 

４．スケジュール 

 別紙２のとおりとする。 
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新 旧 

別紙１ 

平成 30 年度総務省行政事業レビュー行動計画に係る取組に関する具体

的な内容と担当者（担当機関）は、次のとおりとする。 

 

別紙１ 

平成 30 年度総務省行政事業レビュー行動計画に係る取組に関する具体

的な内容と担当者（担当機関）は、次のとおりとする。 

 

 

① 事業所管部局によるレビューシートの適切な記入及び厳格な自己

点検の指導 

・チームの指示を受け、事務局は実施要領等に基づきレビューシートの作

成等の発注を事業所管部局（予算担当部門）に行う際、内閣官房行政改

革推進本部事務局から示された行政事業レビューシート作業要領に沿っ

て適切に記入するよう指導する。 

 

 

① 事業所管部局によるレビューシートの適切な記入及び厳格な自己

点検の指導 

・チームの指示を受け、事務局は実施要領等に基づきレビューシートの作

成等の発注を事業所管部局（予算担当部門）に行う際、内閣官房行政改

革推進本部事務局から示された行政事業レビューシート作業要領に沿っ

て適切に記入するよう指導する。 

 

 

② 外部有識者の点検を受ける事業の選定及び外部有識者からの点

検結果の聴取 

・事務局は、実施要領に基づき点検対象事業を選定し、外部有識者への

点検を求める。 

 

 

② 外部有識者の点検を受ける事業の選定及び外部有識者からの点

検結果の聴取 

・事務局は、実施要領に基づき点検対象事業を選定し、外部有識者への

点検を求める。 

 

 
③ 公開プロセスの対象となる事業の選定及び点検結果の聴取 

・事務局は、上記の外部有識者による点検の対象事業のうち、実施要領

 
③ 公開プロセスの対象となる事業の選定及び点検結果の聴取 

・事務局は、上記の外部有識者による点検の対象事業のうち、実施要領
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を踏まえ、公開プロセスの対象事業を選定及び点検結果の聴取を行う。 

 

を踏まえ、公開プロセスの対象事業を選定及び点検結果の聴取を行う。 

 

 

④ ①から③を踏まえた事業の厳しい点検（サマーレビュー）及び点検

結果（所見）のとりまとめ 

・上記①から③までのプロセスを経て作成されたレビューシートについて

は、事務局に別途設置する予算編成を担当する職員及び予算執行の点

検を担当する職員を中心に構成するワーキンググループにおいて、実施

要領に基づき厳しく点検し、その結果を事務局に報告する。 

 

 

④ ①から③を踏まえた事業の厳しい点検（サマーレビュー）及び点検

結果（所見）のとりまとめ 

・上記①から③までのプロセスを経て作成されたレビューシートについて

は、事務局に別途設置する予算編成を担当する職員及び予算執行の点

検を担当する職員を中心に構成するワーキンググループにおいて、実施

要領に基づき厳しく点検し、その結果を事務局に報告する。 

 

 

⑤ チーム所見を踏まえた事業の改善状況の点検 

・上記④までのプロセスを経てチームの所見の欄に必要事項を記入した

レビューシートについては、速やかに事務局から事業担当部局（予算担

当部門）に送付し、「所見を踏まえた改善点／概算要求における反映状

況」の欄を記入し、事務局への提出を指示する。 

 

 

⑤ チーム所見を踏まえた事業の改善状況の点検 

・上記④までのプロセスを経てチームの所見の欄に必要事項を記入した

レビューシートについては、速やかに事務局から事業担当部局（予算担

当部門）に送付し、「所見を踏まえた改善点／概算要求における反映状

況」の欄を記入し、事務局への提出を指示する。 

 

 

⑥ 総務省全体の概算要求への反映状況の確認及びとりまとめ 

・上記⑤までの手続を行い、事務局は、総務省全体の概算要求への反映

状況を確認し、取りまとめの上チームに報告し、レビューシートの最終公

表後一週間以内に公表する。 

 

⑥ 総務省全体の概算要求への反映状況の確認及びとりまとめ 

・上記⑤までの手続を行い、事務局は、総務省全体の概算要求への反映

状況を確認し、取りまとめの上チームに報告し、レビューシートの最終公

表後一週間以内に公表する。 
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⑦ 行政改革推進会議による検証結果の予算編成等への反映に係る

指導 

・事務局は、行政改革推進会議による検証結果について、概算要求等に

適切に反映するよう事業担当部局を指導する。 

 

 

⑦ 行政改革推進会議による検証結果の予算編成等への反映に係る

指導 

・事務局は、行政改革推進会議による検証結果について、概算要求等に

適切に反映するよう事業担当部局を指導する。 

 

 

⑧ 優良改善事例の選定 

・事務局は、事業担当部局による自主的な事業改善のうち、優れた取組

を優良改善事例として選定し、総務省内に普及させるとともに、ホームペ

ージにおいて公表する。 

 

 

⑧ 優良改善事例の選定 

・事務局は、事業担当部局による自主的な事業改善のうち、優れた取組

を優良改善事例として選定し、総務省内に普及させるとともに、ホームペ

ージにおいて公表する。 

 

 

⑨ 基金所管部局による、国からの資金交付により造成された基金の

適切な管理を確保するための取組に関する指導 

・チームの指示を受け、事務局は実施要領に基づき基金所管部局に対し

余剰資金の有無等に係る厳格な点検を行うよう指導する。 

 

 

⑨ 基金所管部局による、国からの資金交付により造成された基金の

適切な管理を確保するための取組に関する指導 

・チームの指示を受け、事務局は実施要領に基づき基金所管部局に対し

余剰資金の有無等に係る厳格な点検を行うよう指導する。 
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⑩ 「公益法人等に造成された基金の執行状況一覧表」の適切な作

成・公表 

・事務局は、公益法人等に造成された基金の執行状況一覧表を基金シー

トと併せ９月末目途に最終公表を行う。 

 

⑩ 「公益法人等に造成された基金の執行状況一覧表」の適切な作

成・公表 

・事務局は、公益法人等に造成された基金の執行状況一覧表を基金シー

トと併せ９月末目途に最終公表を行う。 

 

 

⑪ 「官民ファンド等の出資状況表」の適切な作成・公表 

・事務局は、官民ファンド等の出資状況表を作成し、９月末目途に公表を

行う。 

 

 

⑪ 「官民ファンド等の出資状況表」の適切な作成・公表 

・事務局は、官民ファンド等の出資状況表を作成し、９月末目途に公表を

行う。 
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新 旧 

別紙２ 

平成 30 年度総務省行政事業レビュー想定スケジュール 

実施時期 実施内容 

4 月 中旬 

・平成 30 年度総務省行政事業レビュー行動計画の公表 

・事業単位の整理 

・外部有識者の点検を受ける事業の選定 

・公開プロセス対象事業候補の選定 

5 月 
下旬

～ 

・公開プロセス事前勉強会の実施 

・レビューシートの中間公表（公開プロセス対象事業に限

る。） 

6 月 
下旬 ・公開プロセスの実施 

下旬 

～ 

上旬 

・レビューシートの中間公表（公開プロセス対象事業以

外。） 

・外部有識者によるレビューシートの点検（特定事業に

限る。） 

 

7 月 

別紙２ 

平成 30 年度総務省行政事業レビュー想定スケジュール 

実施時期 実施内容 

4 月 中旬 

・平成 30 年度総務省行政事業レビュー行動計画の公表 

・事業単位の整理 

・外部有識者の点検を受ける事業の選定 

・公開プロセス対象事業候補の選定 

5 月 
下旬

～ 

・公開プロセス事前勉強会の実施 

・レビューシートの中間公表（公開プロセス対象事業に限

る。） 

6 月 
下旬 ・公開プロセスの実施 

下旬 

～ 

上旬 

・レビューシートの中間公表（公開プロセス対象事業以

外。） 

・外部有識者によるレビューシートの点検（特定事業に

限る。） 

 

7 月 
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中旬 

～ 

上旬 

・チームによるレビューシートの点検（サマーレビュー）、

概算要求への反映 

・基金シートの中間公表（7 月末） 

8 月 
下旬 

・レビューシート最終版（平成 31 年新規要求事業以外）

の公表 

・平成 31 年度予算概算要求の提出（８月末） 

9 月 
上旬 

・平成 31 年度予算概算要求への反映状況の公表 

・レビューシート最終版（平成 31 年新規要求事業）の公

表 

下旬 ・基金シート最終版及び一覧表の公表（９月末） 

10 月～ ・行政改革推進会議による「秋のレビュー」の開催 など 
 

中旬 

～ 

上旬 

・チームによるレビューシートの点検（サマーレビュー）、

概算要求への反映 

・基金シートの中間公表（7 月末） 

8 月 
下旬 

・レビューシート最終版（平成 31 年新規要求事業以外）

の公表 

・平成 31 年度予算概算要求の提出（８月末） 

9 月 
上旬 

・平成 31 年度予算概算要求への反映状況の公表 

・レビューシート最終版（平成 31 年新規要求事業）の公

表 

下旬 ・基金シート最終版及び一覧表の公表（９月末） 

10 月～ ・行政改革推進会議による「秋のレビュー」の開催 など 
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新 旧 

別添 

総務省行政事業レビュー推進チーム 

 

統括責任者 ：大臣官房長 

副統括責任者：大臣官房会計課長 

          大臣官房政策評価広報課長 

メンバー    ：大臣官房秘書課長 

          大臣官房総務課長 

          大臣官房企画課長 

          行政管理局企画調整課長 

          行政評価局総務課長 

          自治行政局行政課長 

          自治財政局財政課長 

          自治税務局企画課長 

          国際戦略局総務課長 

情報流通行政局総務課長 

          総合通信基盤局総務課長 

          統計局総務課長 

          政策統括官（統計基準担当）統計企画管理官 

別添 

総務省行政事業レビュー推進チーム 

 

統括責任者 ：大臣官房長 

副統括責任者：大臣官房会計課長 

          大臣官房政策評価広報課長 

メンバー    ：大臣官房秘書課長 

          大臣官房総務課長 

          大臣官房企画課長 

          行政管理局企画調整課長 

          行政評価局総務課長 

          自治行政局行政課長 

          自治財政局財政課長 

          自治税務局企画課長 

          国際戦略局参事官（国際戦略担当） 

情報流通行政局総務課長 

          総合通信基盤局総務課長 

          統計局総務課長 

          政策統括官（統計基準担当）統計企画管理官 
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          政策統括官（恩給担当）恩給企画管理官 

          サイバーセキュリティ統括官参事官（総括担当） 

消防庁総務課長 

公害等調整委員会事務局総務課長 

（事務局） 

事務局長  ：大臣官房長 

事務局次長 ：大臣官房会計課長 

大臣官房政策評価広報課長 

 

          政策統括官（恩給担当）恩給企画管理官 

 

消防庁総務課長 

公害等調整委員会事務局総務課長 

（事務局） 

事務局長  ：大臣官房長 

事務局次長 ：大臣官房会計課長 

大臣官房政策評価広報課長 

 

 

 



 
 

平成 30 年９月３日 

総務省大臣官房会計課 

 

平成 30 年度総務省行政事業レビューの結果について（確定値） 

 

１．対象事業 

  平成 29 年度に実施した 158 事業 

２．実施方法 

(1) 全事業について、事業所管部局による自己点検及び行政事業  

レビュー推進チームによる点検を実施 

(2) そのうち、60 事業については、政策評価の観点も踏まえ外部  

有識者による点検を実施 

 

３．実施結果（確定値） 

評価区分 事業数 
外部有識者の点検を 

受けた事業数 

①  廃止 ０事業 ０事業 

②  縮減 ４事業 ０事業 

③  執行等改善 ９９事業 ３６事業 

④  年度内に改善を検討 ０事業 ０事業 

⑤  予定通り終了 ２６事業 １４事業 

⑥  現状通り ２９事業 １０事業 

合計 １５８事業 ６０事業 

 

４．レビュー対象事業の平成 31 年度予算概算要求への反映結果（確定値）  

行政事業レビューによる 

平成 31 年度予算概算要求への反映額 
▲２８１ 

  （単位：百万円） 

 資料２－１ 



様式１ 別添３

総務省

平成３０年度 平成３１年度

当初予算額 要求額

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ＝Ｃ ３つを超える場合

施策名：Ⅰ-１ 適正な行政管理の実施

001 行政管理実施事業 昭和21年度 終了予定なし 182 182 148 外部有識者による点検対象外
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執
行に努めること。

170 192 22 - 執行等改善

今後も引き続き調達の競争性の確保に
努め、所見で示された取組を着実に行
う。また、平成31年度予算概算要求に
当たっては、行政不服審査法に基づく
行政不服審査制度の円滑、的確な運用
を確保し、国民の権利利益の救済手続
の水準を向上させるため、行政不服審
査法に基づく審理手続等について研修､
啓発事業を行う経費などを計上する一
方、既存の経費については、過去の執
行実績の反映等 精査を行った

行政管理局 一般会計

（項）行政管理実施費
　（大事項）行政管理の実
施に必要な経費
（項）行政評価等実施費
　（大事項）行政管理の実
施に必要な経費

- 001 - - - - - 平成２８年度対象

施策名：Ⅰ-２ 行政評価等による行政制
度・運営の改善

002 行政評価等実施事業（総務本省） 昭和27年度 終了予定なし 138 138 120 外部有識者による点検対象外
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執
行に努めること。

216 323 107 - 執行等改善

改善の方向性及び所見で示された取組
を着実に行いながら、引き続き、効率
的・効果的な予算の執行に努めてい
く。

行政評価局 一般会計
（項）行政評価等実施費
　（大事項）行政評価等の
実施に必要な経費

- 002 - - - - - 平成２６年度対象

003 行政評価等実施事業（管区行政評価局） 昭和27年度 終了予定なし 842 842 748 外部有識者による点検対象外
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執
行に努めること。

802 793 ▲9 - 執行等改善

改善の方向性及び所見で示された取組
を着実に行いながら、引き続き、効率
的・効果的な予算の執行に努めてい
く。

行政評価局 一般会計
（項）行政評価等実施費
　（大事項）行政評価等の
実施に必要な経費

- 003 - - - - - 平成２６年度対象

施策名：Ⅱ-１ 分権型社会にふさわしい地
方行政体制整備等

004
地方行政制度の整備に必要な経費（地方分
権振興経費、市町村合併円滑化経費等除
く。）

- 終了予定なし 112 112 73  外部有識者による点検対象外
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執
行に努めること。

112 106 ▲6 - 執行等改善 引き続き適正な予算執行に努める。 自治行政局 一般会計
（項）地方行政制度整備費
　（大事項）地方行政制度
の整備に必要な経費

- 004 - - - - - 平成２８年度対象

005 地方分権の振興に要する経費 平成20年度 平成29年度 0.2 0.2 0.2  外部有識者による点検対象外 終了予定 平成29年度で終了予定 - - - - 予定通り終了 平成29年度をもって事業終了。 自治行政局 一般会計
（項）地方行政制度整備費
　（大事項）地方行政制度
の整備に必要な経費

- 005 - - - - - 平成２９年度対象

006 市町村の合併円滑化に必要な経費 平成13年度 終了予定なし 5 80 76  外部有識者による点検対象外
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執
行に努めること。

6 6 0 - 執行等改善 引き続き適正な予算執行に努める。 自治行政局 一般会計

（項）地方行政制度整備費
　（大事項）地方行政制度
の整備に必要な経費
（項）東日本大震災復旧・
復興地方行政制度整備費
　（大事項）東日本大震災
復旧・復興に係る地方行政
制度の整備に必要な経費

- 006 - 平成２９年度対象

007 地方議会の活性化に要する経費 平成25年度 終了予定なし 11 11 5  外部有識者による点検対象外
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執
行に努めること。

20 15 ▲5 - 執行等改善 引き続き適正な予算執行に努める。 自治行政局 一般会計
（項）地方行政制度整備費
　（大事項）地方行政制度
の整備に必要な経費

- 007 - 平成２６年度対象

008 地方独立行政法人の支援に要する経費 平成25年度 終了予定なし 1 1 0.8  外部有識者による点検対象外
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執
行に努めること。

2 2 - - 執行等改善
点検結果に基づき、適正な予算執行に
努める。

自治行政局 一般会計
（項）地方行政制度整備費
　（大事項）地方行政制度
の整備に必要な経費

- 008 - 平成２６年度対象

009 新たな広域連携の促進に要する経費 平成26年度 終了予定なし 127 127 49 

 本事業の目的が明確でないように思わ
れる。すなわち、事業の目的は「広域連
携の取組みを推進すること」なのか、
「広域連携についての先行事例を収集す
ること」なのか、はたまた、「広域連携
の状況を調査し、報告書としてまとめる
こと」なのか。そのため、アウトカムの
成果目標と成果指標に整合性が取れてい
ないように思われる。

事業内容の一部
改善

更なる経費の効率化を図り、適正な予算執
行に努めること。

126 230 104 - 執行等改善
アウトカムの成果目標について、少し
分かりにくくなっていたため、書きぶ
りを改善した。

「新しい日本のため
の優先課題推進枠」
227百万円

自治行政局 一般会計
（項）地方行政制度整備費
　（大事項）地方行政制度
の整備に必要な経費

- 009 - 行革推進会議 ○

010
業務改革モデルプロジェクトの実施に要す
る経費

平成28年度 平成30年度 102 102 100 

 アウトカムの成果目標は「モデルプロ
ジェクト」の実施団体数であり、その成
果指標として「汎用性のあるモデル事業
数」が示されている。しかし、問題は、
「汎用性のある」とされる中味であり、
「業務改革の手法として確立した」とい
う点をどのような指標で評価するのか、
また、「横展開を行った」という点をど
のような指標で評価するのかがポイント
になり、その点がレビューシートからは
解りずらい。

終了予定 平成30年度で終了予定 78 - ▲78 - 予定通り終了

モデルプロジェクトの実施団体数は、
平成28年度で7団体、平成29年度でも7
団体実施しており、成果としては各モ
デル団体の取組結果について、自治体
が実施可能な取組実例の数として指標
を評価している。横展開については、
各モデル団体の取組結果を総務省ホー
ムページに掲載している。また、過年
度モデル団体を派遣して各道府県内市
町村を集めての説明会を実施し、平成
29年度は11カ所で実施した。その旨を
追加記載

自治行政局 一般会計
（項）地方行政制度整備費
　（大事項）地方行政制度
の整備に必要な経費

- 010 - 最終実施年度 ○

011
地方自治法施行70周年記念行事に要する経
費

平成29年度 平成29年度 41 41 39 

 ①式典の意義はあるとしても、本事業
を実施することによって、地方自治の意
義と重要性について、国民や地方自治体
にどれだけの情報発信がなされ、そこに
おける認識の向上にどれだけ寄与したの
か、効果が解らない。
②アウトカム指標からは、実施されたシ
ンポジウムの内容やそれから得られた知
見、課題等の情報発信の状況やそれに伴
う効果が見えてこない

終了予定 平成29年度で終了予定 - - - - 予定通り終了

次回開催の際は、ご指摘いただいた点
を踏まえ、より効果が明らかとなるよ
うな内容となるよう検討してまいりた
い。なお、地方自治法施行70周年記念
行事は実施年度限りにつき、事業終
了。

自治行政局 一般会計
（項）地方行政制度整備費
　（大事項）地方行政制度
の整備に必要な経費

新
29

- 0001 - 前年度新規

012
基幹統計として実施する地方公務員給与実
態調査に要する経費

平成29年度 平成30年度 12 12 12 

 ①30年度の調査事業については、これ
からの執行であり、本レビューの直接の
ターゲットは29年度の事業執行(システ
ムの改修)と思われる。「資金の流れ」
の記述は、その点に即して記載されてい
るものの、代替指標・活動指標は30年度
事業について記載されている。整合性が
取れていないだけでなく、29年度執行の
成果の測定ができない。
②「資金の流れ図」にあるシステム改修
の契約が一者入札(落札率100%)になって
いる原因の分析をしっかり行い、適切な
契約執行の在り方について検討を行う必
要がある

終了予定 平成30年度で終了予定 52 - ▲52 - 予定通り終了

御指摘を踏まえ、29年度執行における
成果を記載。
入札に当たっては、所定の手続きを
行ったものの、結果的に１者のみ応札
だったものであるが、次回のシステム
更改時には、複数の業者が参加できる
よう引き続き検討してまいりたい。

自治行政局 一般会計
（項）地方行政制度整備費
　（大事項）地方行政制度
の整備に必要な経費

新
29

- 0002 - 前年度新規

施策名：Ⅱ-２ 地域振興（地域力創造）

013

地域振興に必要な経費（「地域経済循環の
創造」の推進に要する経費、過疎地域振興
対策に要する経費、定住自立圏構想推進費
等除く。）

- 終了予定なし 120 120 69  外部有識者による点検対象外
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執
行に努めること。

123 123 - - 執行等改善 引き続き適正な予算執行に努める。 自治行政局 一般会計
（項）地域振興費
　（大事項）地域振興に必
要な経費

- 011 - 平成２７年度対象

014
「地域経済循環の創造」の推進に要する経
費

平成24年度 終了予定なし 2,921 3,731 1,631  外部有識者による点検対象外
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執
行に努めること。

2,080 2,652 572 - 執行等改善 引き続き適正な予算執行に努める。
「新しい日本のため
の優先課題推進枠」
1,173百万円

自治行政局 一般会計
（項）地域振興費
　（大事項）地域振興に必
要な経費

- 012 - 平成２８年度対象 ○ ○

015 過疎地域振興対策 等に要する経費 昭和46年度 平成32年度 732 783 763  外部有識者による点検対象外
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執
行に努めること。

727 969 242 - 執行等改善 引き続き適切な予算執行に努める。
「新しい日本のため
の優先課題推進枠」
640百万円

自治行政局 一般会計
（項）地域振興費
　（大事項）地域振興に必
要な経費

- 013 - 平成２８年度対象 ○

016 定住自立圏構想推進費 平成21年度 終了予定なし 6 6 2  外部有識者による点検対象外
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執
行に努めること。

5 5 - - 執行等改善 引き続き適切な予算執行に努める。 自治行政局 一般会計
（項）地域振興費
　（大事項）地域振興に必
要な経費

- 014 - 平成２６年度対象

017
都市・農山漁村の教育交流による地域活性
化推進に要する経費

平成25年度 終了予定なし 35 35 8  外部有識者による点検対象外
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執
行に努めること。

39 39 - - 執行等改善 引き続き適切な予算執行に努める。 自治行政局 一般会計
（項）地域振興費
　（大事項）地域振興に必
要な経費

- 016 - 平成２７年度対象 ○

018 地方への移住・交流の推進に要する経費 平成26年度 終了予定なし 121 121 115  外部有識者による点検対象外
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執
行に努めること。

137 169 32 - 執行等改善 引き続き適正な予算執行に努める。
「新しい日本のため
の優先課題推進枠」
30百万円

自治行政局 一般会計
（項）地域振興費
　（大事項）地域振興に必
要な経費

- 018 - 平成２７年度対象

019 地域おこし協力隊の推進に要する経費 平成26年度 終了予定なし 135 135 106  平成30年度公開プロセス
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執
行に努めること。

135 204 69 - 執行等改善

・各事業の目的を明確にした上で、
「受入可能自治体に対する受入自治体
の割合」など、成果が更に把握できる
ようなアウトカムを設定し、制度の充
実に向けた事業内容等についても年度
内に必要な検討を行う。
・サミット、各種研修後にアンケート
調査等で事業効果のフォローアップを
行い、より効果的な事業となるように
検討していく。
・今年は、地域おこし協力隊制度創設
から10年目を迎えることから、地方公
共団体から課題等を聞き取るほか、年
内に有識者等による検討を行を行う

「新しい日本のため
の優先課題推進枠」
70百万円

自治行政局 一般会計
（項）地域振興費
　（大事項）地域振興に必
要な経費

- 019 - その他 ○

020
2020年オリンピック・パラリンピック東京
大会及びラグビーワールドカップ2019を通
じた地域活性化に要する経費

平成27年度 平成31年度 11 11 10  外部有識者による点検対象外
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執
行に努めること。

11 11 - - 執行等改善 引き続き適切な予算執行に努める。 自治行政局 一般会計
（項）地域振興費
　（大事項）地域振興に必
要な経費

- 020 - 平成２８年度対象

021
地域運営組織の形成及び持続的な運営に要
する経費

平成28年度 終了予定なし 16 16 13  外部有識者による点検対象外
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執
行に努めること。

12 21 9 - 執行等改善 引き続き適切な予算執行に努める。
「新しい日本のため
の優先課題推進枠」
8百万円

自治行政局 一般会計
（項）地域振興費
　（大事項）地域振興に必
要な経費

- 022 - - - - - 平成２９年度対象 ○

施策名：Ⅱ-３ 地方財源の確保と地方財政
の健全化

022 地方財政制度の整備に必要な経費 昭和23年度 終了予定なし 51 51 38 外部有識者による点検対象外
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執
行に努めること。

49 57 8 ▲1 縮減
概算要求において所要額を要求すると
ともに、引き続き適切な予算執行に努
める。

自治財政局 一般会計
（項）地方財政制度整備費
　（大事項）地方財政制度
の整備に必要な経費

- 023 - 平成２６年度対象

施策名：Ⅱ-４ 分権型社会を担う地方税制
度の構築

023 地方税制度の整備に必要な経費 昭和25年度 終了予定なし 39 39 30 

 ①事業目的の三番目に掲げてある「住
民自治の確立に向けた地方税制度の改
革」についても、(定性的な目標でもよ
いから)目標を立てて、それに対する実
績を検証していく工夫をしてほしい。
②代替目標にある「遍在性の少ない地方
税体系の構築」についても、目標年度や
目標値を定める工夫をすることが、事業
目的の達成に向けてインセンティブが働
くように思われる。
③300万円以上の契約について、少額随
契が目につくが、法定の少額随契基準額
との整合性の説明(妥当性の説明)が欲し
い

事業内容の一部
改善

更なる経費の効率化を図り、適正な予算執
行に努めること。

34 34 - - 執行等改善
執行実績を踏まえた要求額の精査を行
い、適切な予算執行に努めている。

自治税務局 一般会計
（項）地方税制度整備費
　（大事項）地方税制度の
整備に必要な経費

- 024 - その他

施策名：Ⅲ 選挙制度等の適切な運用

024
選挙制度等の整備に必要な経費
（参加・実践等を通じた政治意識向上に要
する経費除く。）

- 終了予定なし 45 45 36 

 どれも必要な業務ばかりだが、それだ
けに政策上の意義や改善の可能性を論じ
るのが難しい。そもそも「選挙制度等の
整備に必要な経費」という大きな括りで
いくつかの業務を扱っているので、事業
レビューに馴染むものではない（アウト
カムが書けない、アウトプットが在外選
挙人の数になっているなどはその表れで
あろう）。

事業内容の一部
改善

更なる経費の効率化を図り、適正な予算執
行に努めること。

55 61 6 - 執行等改善 引き続き適正な予算執行に努める。 自治行政局 一般会計
（項）選挙制度等整備費
　（大事項）選挙制度等の
整備に必要な経費

- 025 - その他
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平成２９年度レビューシート番号

１つ目 ２つ目

1/8
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様式１ 別添３

平成３０年度 平成３１年度

当初予算額 要求額

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ＝Ｃ ３つを超える場合３つ目
執行額

会計区分 項・事項 基金
所見の概要 反映内容

外部有識者点検対象
（公開プロセス含む）
※対象となる場合、理
由を記載

事業
番号

事　　業　　名
平成２９年度
補正後予算額

平成２９年度

反映額

事業開始
年度

事業終了
(予定)年度

担当部局庁
評価結果

執行
可能額

差引き
備　考

反映状況

外部有識者の所見

行政事業レビュー推進チームの所見

（単位：百万円）

委託
調査

補助
金等

平成２９年度レビューシート番号

１つ目 ２つ目

025
参加・実践等を通じた政治意識向上に要す
る経費

昭和32年度 終了予定なし 134 134 108 

 啓発イベントのあり方とその評価に疑
問。何をどう啓発しているのかの結果、
評価と、今後の同種事業へのフィード
バックのあり方が見えない。参加者の属
性、参加者を対象にしたアンケートを実
施し、その結果を記載するなど、取組の
成果を確認できるよう改善すべき。

事業内容の一部
改善

更なる経費の効率化を図り、適正な予算執
行に努めること。

107 119 12 - 執行等改善
引き続き適正な予算執行に努めるとと
もに、取組の成果を適切に把握するよ
う努めていく。

自治行政局 一般会計

（項）選挙制度等整備費
　（大事項）選挙制度等の
整備に必要な経費
　（大事項）選挙権年齢引
下げに伴う新たに有権者と
なる主権者等への教育等及
び選挙人名簿システムの改
修に必要な経費

- 026 - その他

026
マイナンバーカードの選挙事務への活用等
に関する調査研究事業・政見放送手話通訳
士研修会の事務委託事業

平成29年度 平成30年度 23 23 12 

 調査研究事業について具体的な効果が
でる前なので評価困難。手話通訳士研修
事務委託についてはその必要性のもと事
業を継続すべき。

終了予定 平成30年度で終了予定 23 23 - - 執行等改善

手話通訳士研修事務委託については、
事業を継承していく予定であるため、
引き続き適正な適正な予算執行に努め
ていく。

自治行政局 一般会計
（項）選挙制度等整備費
　（大事項）選挙制度等の
整備に必要な経費

新
29

- 0003 - 前年度新規

027 衆議院議員総選挙に必要な経費 平成29年度 平成29年度 63,184 63,184 59,679 

 啓発企画への支出の目的が不明確。３
億円近くが随意契約（これは競争性のな
い随意契約か）となっているが、この具
体的な目標、成果、そしてその因果はど
うなっているのか（SNS等新たな広報手
法を用いたのであればその事後的検証、
フィードバック等）、検証が必要。
また、時間的制約があるなかで随意契約
を実施することはやむを得ないものの、
選挙啓発の目的が適切に達成できるよ
う、取組の内容を十分に精査することが
重要。

終了予定 平成29年度で終了予定 - - - - 予定通り終了

選挙啓発の目的が適切に達成できるよ
うな啓発内容となるよう努めていく。
衆議院議員総選挙の実施年度限りにつ
き、事業終了。

H29予備費
（63,184百万円）

自治行政局 一般会計
（項）選挙制度等整備費
　（大事項）選挙制度等の
整備に必要な経費

- - - 前年度新規

施策名：Ⅳ 電子政府・電子自治体の推進

028 情報システム高度化等推進事業 平成16年度 終了予定なし 357 357 303  外部有識者による点検対象外 現状通り
事業の効率的な予算執行に努め、引き続き
所要額を計上。

287 283 ▲4 - 現状通り
事業の効率的な予算執行に努め、引き
続き所要額を計上。

大臣官房企画課サ
イバーセキュリ
ティ・情報化推進
室

一般会計

（項）電子政府・電子自治
体推進費
　（大事項）電子政府・電
子自治体の推進に必要な経
費

- 031 - 平成２９年度対象

029 総務省ＬＡＮ整備・運用事業 平成12年度 終了予定なし 2,824 2,824 2,791  外部有識者による点検対象外 現状通り
事業の効率的な予算執行に努め、引き続き
所要額を計上。

2,851 3,108 257 - 現状通り
事業の効率的な予算執行に努め、引き
続き所要額を計上。

大臣官房企画課サ
イバーセキュリ
ティ・情報化推進
室

一般会計

（項）電子政府・電子自治
体推進費
　（大事項）電子政府・電
子自治体の推進に必要な経
費

- 032 - 平成２９年度対象

030 総務省共通基盤支援設備整備・運用等事業 平成14年度 終了予定なし 150 150 150  外部有識者による点検対象外 現状通り
事業の効率的な予算執行に努め、引き続き
所要額を計上。

289 177 ▲112 - 現状通り
事業の効率的な予算執行に努め、引き
続き所要額を計上。

大臣官房企画課サ
イバーセキュリ
ティ・情報化推進
室

一般会計

（項）電子政府・電子自治
体推進費
　（大事項）電子政府・電
子自治体の推進に必要な経
費

- 033 - 平成２９年度対象

031 総務省ホームページ運営事業 平成12年度 終了予定なし 80 80 70 

 各年度のアウトカムもアウトプットも
目標設定、活動見込みとその結果に変動
がないのであれば、後はそのコストの低
下ぐらいしか改善のポイントがないとい
うことになる。HPのアウトカム目標値は
アクセス数以外には考えられないのか
（例えば問い合わせ件数、その内容別件
数、WEBアンケートの結果、検索等関連
するデータ項目は多くあるはず）。

事業内容の一部
改善

更なる経費の効率化を図り、適正な予算執
行に努めること。

77 84 7 - 執行等改善

アウトカム目標値について、「ご意
見・ご提案」送信フォームの利用数、
SNSからホームページへの流入数等、ア
クセス件数以外の目標値の設定を検討
する。また、今後とも経費の効率化を
図り、適正な予算執行に努める。

大臣官房政策評価
広報課広報室

一般会計

（項）電子政府・電子自治
体推進費
　（大事項）電子政府・電
子自治体の推進に必要な経
費

- 034 - その他

032
電子政府関連事業（政府情報システム基盤
整備）

平成15年度 終了予定なし 17,377 17,105 15,854  外部有識者による点検対象外
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執
行に努めること。

19,699 22,195 2,496 ▲193 縮減

【PF】平成29年度に実施した公開プロ
セスにおける議論を踏まえ、使用実績
に基づくITリソースの見直し、運用管
理用の機器・ソフトウェアの悉皆的な
見直しによる設計上の改善、インシデ
ント悉皆分析や運用業務フローの見直
しによる運用作業の見直しを実施し、
環境増設や機器・ソフトウェアの入替
え、対象システムの更改のタイミング
に合わせて概算要求に反映することと
しており、平成31年度概算要求におい
ては、約1.9億円の見直しを反映させ
た。また、執行段階においても設計の
見直しや調達仕様の改善による執行額
の縮減を図っていくこととしている。
【NW】平成30年度に実施している次期
NWの更改に際して、使用実績に基づい
た通信速度の見直しや、効率的に回線
を使用するための設計変更により、概
算要求額の抑制を図った

行政管理局 一般会計

（項）電子政府・電子自治
体推進費
　（大事項）電子政府・電
子自治体の推進に必要な経
費

- 035 - 平成２９年度対象

033
総務省所管府省共通情報システムの一元的
な管理・運営

平成15年度 終了予定なし 644 644 763 

 政府全体で共有する情報システムを一
元的に管理・運営するとのことだが、そ
の対象は多岐に渡る。情報システムの利
用者の利便性向上や効率化を図るため
の、利用者ニーズの吸い上げやシステム
改善への反映方法等の検討は図られてい
るのか。

事業内容の一部
改善

更なる経費の効率化を図り、適正な予算執
行に努めること。

1,153 2,318 1,165 - 執行等改善

御指摘の点については、デジタル・ガ
バメント実行計画（平成30年7月デジタ
ル・ガバメント閣僚会議決定）及び総
務省デジタル・ガバメント中長期計画
（平成30年6月総務省行政情報化推進委
員会決定）等を踏まえ、現行システム
の課題を的確に把握するため、適時に
利用者のニーズについてヒアリング・
調査等を実施し、その上でシステムの
見直しを図っているところであり、引
き続きICTを活用した効率的な行政の推
進に努めてまいりたい

要求額のうち「新し
い日本のための優先
課題推進枠」820

行政管理局 一般会計

（項）電子政府・電子自治
体推進費
　（大事項）電子政府・電
子自治体の推進に必要な経
費
　（大事項）文書管理業
務・システムの最適化実施
に必要な経費

- 036 - その他

034 電子政府関連事業（ＩＣＴ人材育成） 昭和35年度 終了予定なし 181 181 114  外部有識者による点検対象外
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執
行に努めること。

128 83 ▲45 ▲45 縮減

調達の競争性の確保に努め、所見で示
された取組を着実に行う。また、平成
31年度予算概算要求に当たっては、必
要経費の見直しを行い、縮減したとこ
ろ。

行政管理局 一般会計

（項）電子政府・電子自治
体推進費
　（大事項）電子政府・電
子自治体の推進に必要な経
費

- 037 - 平成２９年度対象

035
電子政府関連事業（国民利便生向上・行政
透明化）

平成13年度 終了予定なし 1,779 716 730  外部有識者による点検対象外
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執
行に努めること。

1,268 2,253 985 ▲42 縮減

システムの運用管理用の機器やシステ
ムを構成するソフトウェア等の使用期
間を延長し、再リース契約としたこと
により、機器･ソフトウェアの賃貸借に
かかる費用を削減した。

要求額のうち「新し
い日本のための優先
課題推進枠」944

行政管理局 一般会計

（項）電子政府・電子自治
体推進費
　（大事項）電子政府・電
子自治体の推進に必要な経
費

- 038 - 平成２９年度対象

036
住民基本台帳ネットワークシステムセキュ
リティ対策経費

平成15年度 終了予定なし 4 4 2  外部有識者による点検対象外
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執
行に努めること。

4 4 - - 執行等改善
経費の効率化を図り、適正な予算執行
に努める。

自治行政局 一般会計

（項）電子政府・電子自治
体推進費
　（大事項）電子政府・電
子自治体の推進に必要な経
費

- 039 - 平成２９年度対象

037
地方行税政統計等・災害時等における情報
通信メディアの活用に要する経費

平成23年度 終了予定なし 50 50 50  外部有識者による点検対象外
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執
行に努めること。

80 144 64 - 執行等改善
経費の効率化を図り、適正な予算執行
に努める。

自治行政局 一般会計

（項）電子政府・電子自治
体推進費
　（大事項）電子政府・電
子自治体の推進に必要な経
費

- 040 - 平成２９年度対象

038 電磁的記録式投票導入支援経費 平成14年度 終了予定なし 9 9 -  外部有識者による点検対象外
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執
行に努めること。

4 4 - - 執行等改善
引き続き適正な予算執行に努めてい
く。

自治行政局 一般会計

（項）電子政府・電子自治
体推進費
　（大事項）電子政府・電
子自治体の推進に必要な経
費

- 041 - 平成２９年度対象

039
政治資金・政党助成関係申請・届出オンラ
インシステム運営等経費

平成16年度 終了予定なし 170 170 153  外部有識者による点検対象外
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執
行に努めること。

466 315 ▲151 - 執行等改善 引き続き適正な予算執行に努める。 自治行政局 一般会計

（項）電子政府・電子自治
体推進費
　（大事項）電子政府・電
子自治体の推進に必要な経
費

- 042 - 平成２９年度対象

040 地方財政決算情報管理システム等運営経費 平成13年度 終了予定なし 213 213 209 

 政策上の改善を問うのではなく、コス
ト削減が主たる課題となるだろう。改
修・保守は一者応札になりやすく、公募
型随意契約が国でも増えてきつつある
が、この契約手法のさらなる見直しと検
証、効果的なPDCAを求める。

事業内容の一部
改善

更なる経費の効率化を図り、適正な予算執
行に努めること。

234 251 17 - 執行等改善

引き続き適正な予算執行に努めなが
ら、事業目的の達成を図っていきた
い。
契約手法については、システムの運用
に支障がでないことを前提に、適切な
契約手法の検討を行ってまいりたい。

「新しい日本のため
の優先課題推進枠」
40百万円

自治財政局 一般会計

（項）電子政府・電子自治
体推進費
　（大事項）電子政府・電
子自治体の推進に必要な経
費

- 043 - 行革推進会議

041
自治体クラウドの取組の加速に向けた調査
研究等

平成23年度 終了予定なし 24 24 7  外部有識者による点検対象外
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執
行に努めること。

71 106 35 - 執行等改善
経費の効率化を図り、適正な予算執行
に努める。

「新しい日本のため
の優先課題推進枠」
82百万円

自治行政局 一般会計

（項）電子政府・電子自治
体推進費
　（大事項）電子政府・電
子自治体の推進に必要な経
費

- 044 - 平成２９年度対象

042
社会保障・税番号制度の導入及び利活用の
検討に要する経費（個人番号カードの普
及・利活用に要する経費）

平成24年度 終了予定なし 19 19 16  外部有識者による点検対象外
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執
行に努めること。

19 237 218 - 執行等改善
経費の効率化を図り、適正な予算執行
に努める。

「新しい日本のため
の優先課題推進枠」
200百万円

自治行政局 一般会計

（項）電子政府・電子自治
体推進費
　（大事項）電子政府・電
子自治体の推進に必要な経
費

- 045 - 平成２８年度対象 ○

043 電子調達システムの維持運用 平成23年度 終了予定なし 842 842 740  外部有識者による点検対象外
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執
行に努めること。

1,124 1,479 355 - 執行等改善

新たな調達を行う際には、引き続き情
報化統括責任者（ＣＩＯ）補佐官に調
達仕様書やコストの妥当性を確認し、
競争性のある入札になるよう努める。
さらに、利用率の増加などにつきまし
ては、事業者向けの講習会を実施する
とともに、参画府省等からの意見・要
望を聴取し、システム利用の障害に
なっている原因を調査し、必要な対策
を行うなど利便性の向上に努める

情報流通行政局 一般会計

　（項）電子政府・電子自
治体推進費
　（大事項）電子政府・電
子自治体の推進に必要な経
費

- 047 - - - - - 平成２９年度対象

044
社会保障・税に関わる番号制度に関するシ
ステム構築等に要する経費

平成25年度 平成30年度 14,275 10,167 9,187 

 マイナンバーカードのあり方について
は議論は様々だが、何れにしても必要な
事業とされている以上、本件事業におい
て問題となるのは、各地方公共団体にあ
たえられる補助金の効率的利用であろ
う。改めて費用の根拠を確認するべき。

終了予定 平成30年度で終了予定 20,061 20,830 769 - 執行等改善

個人番号カード事業費補助金等につい
ては継続して事業を行う。
個人番号カードに関する補助金につい
ては、カード発行費用や臨時職員の人
件費などの経費を基に算出している。
今後も経費の効率化を図り、適正な予
算執行に努める。

自治行政局 一般会計

（項）電子政府・電子自治
体推進費
　（大事項）電子政府・電
子自治体の推進に必要な経
費

- 048 - - - - - 最終実施年度 ○

045
番号制度の実施に必要なシステム整備等事
業

平成24年度 終了予定なし 8,513 10,276 8,406  外部有識者による点検対象外
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執
行に努めること。

7,228 11,989 4,592 - 執行等改善 引き続き適正な予算執行に努める。
大臣官房個人番号
企画室

一般会計

（項）電子政府・電子自治
体推進費
　（大事項）電子政府・電
子自治体の推進に必要な経
費

- 049 - - - - - 平成２９年度対象 ○ ○

046

電子行政サービスの改善方策に関する調査
研究等（マイキ－プラットフォーム構想の
推進、地方公共団体における個人情報の適
切な取扱いの実施等）に要する経費

平成25年度 終了予定なし 42 1,972 1,965  外部有識者による点検対象外
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執
行に努めること。

487 1,072 585 - 執行等改善
経費の効率化を図り、適正な予算執行
に努める。

「新しい日本のため
の優先課題推進枠」
1,050百万円

自治行政局 一般会計

（項）電子政府・電子自治
体推進費
　（大事項）電子政府・電
子自治体の推進に必要な経
費

- 050 - - - - - 平成２６年度対象

047
女性活躍等に対応したマイナンバーカード
等の記載事項の充実等に必要な経費

平成28年度 平成31年度 10,022 7,925 7,492  外部有識者による点検対象外
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執
行に努めること。

- - - - 執行等改善
経費の効率化を図り、適正な予算執行
に努める。

自治行政局 一般会計

（項）電子政府・電子自治
体推進費
　（大事項）電子政府・電
子自治体の推進に必要な経
費

- 052 - - - - - 平成２９年度対象 ○

048 自治体情報セキュリティ強化対策事業 平成29年度 終了予定なし 336 336 316 

 契約において業務の性質上一者応札に
なっている。契約手法の検討を。また、
アウトカムは空欄、アウトプットは予算
執行額となっているが、これでは意味を
なさない。

事業内容の一部
改善

更なる経費の効率化を図り、適正な予算執
行に努めること。

47 101 54 - 執行等改善
契約について総合評価入札等の競争性
のある入札の実施に努めるとともに、
アウトカム指標を見直した。

「新しい日本のため
の優先課題推進枠」
52百万円

自治行政局 一般会計

（項）電子政府・電子自治
体推進費
　（大事項）電子政府・電
子自治体の推進に必要な経
費

新
29

- 0004 - - - - - 前年度新規 ○

施策名：Ⅴ-１ 情報通信技術の研究開発・
標準化の推進
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様式１ 別添３

平成３０年度 平成３１年度

当初予算額 要求額

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ＝Ｃ ３つを超える場合３つ目
執行額

会計区分 項・事項 基金
所見の概要 反映内容

外部有識者点検対象
（公開プロセス含む）
※対象となる場合、理
由を記載

事業
番号

事　　業　　名
平成２９年度
補正後予算額

平成２９年度

反映額

事業開始
年度

事業終了
(予定)年度

担当部局庁
評価結果

執行
可能額

差引き
備　考

反映状況

外部有識者の所見

行政事業レビュー推進チームの所見

（単位：百万円）

委託
調査

補助
金等

平成２９年度レビューシート番号

１つ目 ２つ目

049 戦略的情報通信研究開発推進事業 平成14年度 終了予定なし 1,529 1,529 1,298  外部有識者による点検対象外
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執
行に努めること。

1,548 1,870 322 - 執行等改善
更なる経費の効率化を図り、適正な予
算執行に努める。

国際戦略局 一般会計

（項）情報通信技術研究開
発推進費
　（大事項）情報通信技術
の研究開発の推進に必要な
経費

- 054 - - - - - 平成２６年度対象

050 情報通信分野の研究開発に関する調査研究 平成4年度 終了予定なし 34 34 29  外部有識者による点検対象外
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執
行に努めること。

34 54 20 - 執行等改善
所見を踏まえ、調査項目の精査、複数
社からの見積り取得の徹底等、引き続
き適正な予算執行に努める。

国際戦略局 一般会計

（項）情報通信技術研究開
発推進費
　（大事項）情報通信技術
分野の技術戦略に必要な経
費

- 055 - - - - - 平成２６年度対象

051
情報通信分野における戦略的な標準化活動
の推進

平成16年度 終了予定なし 130 130 127 

 「国際標準獲得件数2件以上」に対し
て、Ｈ２８Ｈ２９の年度の間は1件にと
どまっており、「概ね成果目標に見合っ
た成果実績が得られている」と評価でき
るかどうかは検討を要するのではない
か。

事業内容の一部
改善

更なる経費の効率化を図り、適正な予算執
行に努めること。

150 180 30 - 現状通り

国際標準の早期獲得に向けて本事業を
最大限に活用しながら取組を行ってい
る一方で、国際標準は関係者のコンセ
ンサスをベースに策定が行われるため
必ずしも期待されたスケジュールどお
りに進まないことが少なくない。この
ような背景により年度ごとの成果の偏
りを生じさせることとなり、例えばH26
には6つの国際標準を獲得できたケース
もあるところ。
来年度の評価に当たっては、そのよう
な国際標準策定の特性も踏まえなが
ら、評価に至った説明を分かりやすく
記述することとしたい

国際戦略局 一般会計

（項）情報通信技術研究開
発推進費
　（大事項）情報通信技術
分野の技術戦略に必要な経
費

- 056 - - - - - その他 ○

052
ＩＣＴ環境の変化に対応した情報セキュリ
ティ対応方策の推進事業

平成23年度 平成29年度 378 378 378  外部有識者による点検対象外 終了予定 平成29年度をもって事業終了。 - - - - 予定通り終了 平成29年度をもって事業終了。
サイバーセキュリ
ティ統括官

一般会計

（項）情報通信技術研究開
発推進費
　（大事項）情報通信技術
の研究開発の推進に必要な
経費

- 057 - - - - - 平成２９年度対象

053
ＩＣＴイノベーション創出チャレンジプロ
グラム

平成26年度 終了予定なし 291 291 224 
 執行率が低い状態が続いている理由は
何か。予算規模が適正か否かの検討が必
要ではないか。

事業内容の一部
改善

更なる経費の効率化を図り、適正な予算執
行に努めること。

255 400 145 - 執行等改善

本施策では、民間投資が難しく国費に
よる支援を真に必要とする案件に絞っ
て支援しており、年間の支援想定件数
の上限を下回ると執行率が低下するこ
とがある。今後は、一定程度の案件数
の採択及び適正な予算執行に向けて、
施策の周知啓発を一層充実させる。

「新しい日本のため
の優先課題推進枠」
400百万円

国際戦略局 一般会計

（項）情報通信技術研究開
発推進費
　（大事項）情報通信技術
分野の技術戦略に必要な経
費

- 058 - - - - - 行革推進会議

054
海洋資源調査のための次世代衛星通信技術
に関する研究開発

平成26年度 平成30年度 81 81 81 

 投入された予算額に比して、論文発表
集をはじめとして活動実績の絶対数が少
ない。成果実績に関して「外部有識者に
よる評価において、研究計画が順調に進
捗しており、当該年度の研究目標を十分
達成しているとの評価を受けて」いると
の説明があるが、より説得力のある説明
が求められるのではないか。

終了予定
平成30年度をもって事業終了。更なる経費
の効率化を図り、適正な予算執行に努める
こと。

51 - ▲51 - 予定通り終了

引き続き効率的な経費の執行に努める
とともに、論文掲載や、実証実験を実
施する中で関係機関と協力したプロ
モーションを行うなど、成果展開に向
けた取組を着実に進める。

国際戦略局 一般会計

（項）情報通信技術研究開
発推進費
　（大事項）情報通信技術
分野の技術戦略に必要な経
費

- 059 - - - - - 最終実施年度

055
巨大データ流通を支える次世代光ネット
ワーク技術の研究開発

平成27年度 平成29年度 501 501 501  外部有識者による点検対象外 終了予定 平成29年度をもって事業終了。 - - - - 予定通り終了 平成29年度をもって事業終了。 国際戦略局 一般会計

（項）情報通信技術研究開
発推進費
　（大事項）情報通信技術
分野の技術戦略に必要な経
費

- 061 - - - - - 平成２９年度対象

056
グローバルコミュニケーション計画の推進 
-多言語音声翻訳技術の研究開発及び社会
実証-

平成27年度 平成31年度 1,257 1,257 1,257  外部有識者による点検対象外
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執
行に努めること。

700 820 120 - 執行等改善
委託事業における実施項目の精査、複
数社からの見積取得の徹底等、引き続
き経費の執行の効率化に努める。

「新しい日本のため
の優先課題推進枠」
820百万円

国際戦略局 一般会計

（項）情報通信技術研究開
発推進費
　（大事項）情報通信技術
の研究開発の推進に必要な
経費

- 062 - - - - - 平成２８年度対象

057 IoT共通基盤技術の確立・実証 平成28年度 平成30年度 315 315 314 

 これまでのところ活動実績を着実にあ
げていると評価はできるが、成果実績欄
にまだ記載できない現段階では、これ以
上の点検を行うことは困難である。

終了予定
平成30年度をもって事業終了。更なる経費
の効率化を図り、適正な予算執行に努める
こと。

280 - ▲280 - 予定通り終了

これまでの活動実績について外部有識
者より一定の評価を頂いていることか
ら、引き続き国際標準化に向けた研究
開発を進め、目標の達成に努めるとと
もに、中間経理検査の実施や外部監査
法人の活用などを通じて更なる適正な
予算執行に努める。

国際戦略局 一般会計

（項）情報通信技術研究開
発推進費
　（大事項）情報通信技術
分野の技術戦略に必要な経
費

- 064 - - - - - 最終実施年度

058
医療・介護・健康データ利活用基盤高度化
事業（医療研究開発推進事業費補助金）

平成28年度 平成31年度 300 1,370 1,334  外部有識者による点検対象外
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執
行に努めること。

400 700 300 - 執行等改善
更なる経費の効率化を図り、適正な予
算執行に努める。

(平成29年度事業名：
医療・健康データ利
活用基盤高度化事業
（補助金）)

情報流通行政局 一般会計

（項）情報通信技術研究開
発推進費
　（大事項）情報通信技術
の研究開発の推進に必要な
経費

- 065 - - - - - 平成２９年度対象 ○

059 サイバーセキュリティの強化 平成28年度 平成29年度 - 400 395  外部有識者による点検対象外 終了予定 平成29年度をもって事業終了。 - - - - 予定通り終了 平成29年度をもって事業終了。
サイバーセキュリ
ティ統括官

一般会計

（項）情報通信技術研究開
発推進費
　（大事項）情報通信技術
の研究開発の推進に必要な
経費

- 066 - - - - - 平成２９年度対象 ○ 　

060
ナショナルサイバートレーニングセンター
の構築

平成29年度 平成32年度 1,499 1,499 1,375 

 活動実績を着実にあげており、成果を
上げることが期待されるが、いずれにせ
よ、今回提供された資料だけでは、これ
以上の点検は困難である。

事業内容の一部
改善

更なる経費の効率化を図り、適正な予算執
行に努めること。

1,507 1,500 ▲7 - 執行等改善

これまでの活動実績について外部有識
者より一定の評価を頂いていることか
ら、引き続き目標の達成に努めるとと
もに、更なる適正な予算執行に努め
る。

　「新しい日本のた
めの優先課題推進
枠」1,500百万円

サイバーセキュリ
ティ統括官

一般会計

（項）情報通信技術研究開
発推進費
　（大事項）情報通信技術
の研究開発の推進に必要な
経費

新
29

- 0005 - - - - - 前年度新規 　 ○

061
「IoT/BD/AI情報通信プラットフォーム」
社会実装推進事業

平成29年度 平成31年度 596 596 548 
 入札者数が1で落札率100%のものが複数
ある。競争性を高める工夫の余地はない
か。

事業内容の一部
改善

更なる経費の効率化を図り、適正な予算執
行に努めること。

260 456 196 - 執行等改善
新たに公募が発生する場合、競争性を
高めるためにより多くの者が応募し易
い公募要領とする等の工夫を行う。

「新しい日本のため
の優先課題推進枠」
456百万円

国際戦略局 一般会計

（項）情報通信技術研究開
発推進費
　（大事項）情報通信技術
分野の技術戦略に必要な経
費

新
29

- 0006 - - - - - 前年度新規 ○

062 次世代人工知能技術の研究開発 平成29年度 平成31年度 408 408 370 

 これまでのところ活動実績を着実にあ
げていると評価はできるが、成果実績欄
にまだ記載できない現段階では、これ以
上の点検を行うことは困難である。

事業内容の一部
改善

更なる経費の効率化を図り、適正な予算執
行に努めること。

200 240 40 - 現状通り

これまでの活動実績について外部有識
者より一定の評価を頂いていることか
ら、引き続き目標の達成に努めるとと
もに、中間経理検査の実施や外部監査
法人の活用などを通じて更なる適正な
予算執行に努める。

「新しい日本のため
の優先課題推進枠」
240百万円

国際戦略局 一般会計

（項）情報通信技術研究開
発推進費
　（大事項）情報通信技術
分野の技術戦略に必要な経
費

新
29

- 0007 - - - - - 前年度新規 ○

施策名：Ⅴ-２ 情報通信技術高度利活用の
推進

063 地域情報化の推進（本省） 平成20年度 終了予定なし 97 97 87  外部有識者による点検対象外
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執
行に努めること。

95 114 19 - 執行等改善

ICTの利活用は、地域活性化、地域医
療、高齢化、防災、安心・安全など、
様々な地域課題の解決方策として、地
方創生を実現するために必要不可欠な
手段であるので、効果的な取組に対す
る人的な支援やICT利活用の優良事例の
普及展開を重点化する。コストの点か
らは、引き続き競争原理を働かせた調
達、出張における旅行パックの利用、
テレビ会議の活用等により適正な予算
執行に努める

情報流通行政局 一般会計

（項）情報通信技術高度利
活用推進費
　（大事項）情報通信技術
の利活用高度化に必要な経
費

- 067 - - - - - 平成２６年度対象 ○

064
通信・放送分野における情報バリアフリー
促進支援事業

平成13年度 終了予定なし 81 81 71  外部有識者による点検対象外
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執
行に努めること。

100 400 300 - 執行等改善

新たに要求する助成枠も含め、引き続
き、外部有識者からなる評価会におい
て評価を実施することで優れた提案を
採択するとともに、実地調査等の実施
により補助対象事業者の事業計画等を
監督するなど、予算の適正な執行を図
る。

情報流通行政局 一般会計

（項）情報通信技術高度利
活用推進費
　（大事項）情報通信技術
の利活用高度化に必要な経
費

- 068 - - - - - 平成２６年度対象 ○

065
字幕番組、解説番組、手話番組等の制作促
進

平成9年度 終了予定なし 300 300 255 
 執行率が9割前後と低めに推移している
ことを踏まえると、予算規模の妥当性に
ついて検討が必要ではないか。

事業内容の一部
改善

更なる経費の効率化を図り、適正な予算執
行に努めること。

400 1,000 600 - 執行等改善

字幕番組、解説番組及び手話番組を一
層普及させるために、平成３０年２月
に総務省指針の見直しを行い、その指
針で定めた目標が達成できるよう、適
正な予算執行を行う。

情報流通行政局 一般会計

（項）情報通信技術高度利
活用推進費
　（大事項）情報通信技術
の利活用高度化に必要な経
費

- 069 - - - - - その他 ○

066 全省庁的統一資格審査実施経費 平成13年度 終了予定なし 378 378 125  外部有識者による点検対象外
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執
行に努めること。

642 761 119 - 執行等改善
改修等の仕様の内容を精査し、一層の
入札の競争性の向上を実施。

情報流通行政局 一般会計

（項）情報通信技術高度利
活用推進費
　（大事項）情報通信技術
の利活用高度化に必要な経
費

- 070 - - - - - 平成２６年度対象

067 電気通信行政情報システムの維持運用 昭和49年度 終了予定なし 267 267 263  外部有識者による点検対象外
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執
行に努めること。

350 612 262 - 執行等改善
改修等の仕様の内容を精査し、一層の
入札の競争性の向上を実施。

情報流通行政局 一般会計

（項）情報通信技術高度利
活用推進費
　（大事項）情報通信技術
の利活用高度化に必要な経
費

- 071 - - - - - 平成２６年度対象

068 情報通信政策のための総合的な調査研究 昭和60年度 終了予定なし 99 99 82  外部有識者による点検対象外
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執
行に努めること。

97 92 ▲5 - 執行等改善
一般競争契約による競争性の確保や経
費の効率的執行に引き続き努める。

情報流通行政局 一般会計

（項）情報通信技術高度利
活用推進費
　（大事項）情報通信技術
の利活用高度化に必要な経
費

- 072 - - - - - 平成２６年度対象 ○

069 情報通信技術の利活用に関する調査研究 平成16年度 終了予定なし 31 31 24  外部有識者による点検対象外
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執
行に努めること。

33 81 48 - 執行等改善

新たな調達を行う際には、調達仕様書
を工夫して無駄の無い発注を行うとと
もに、引き続き複数者の見積比較を
行ってコストの妥当性を確認し、競争
性のある入札になるよう努める。

情報流通行政局
サイバーセキュリ
ティ統括官

一般会計

（項）情報通信技術高度利
活用推進費
　（大事項）情報通信技術
の利活用高度化に必要な経
費

- 073 - - - - - 平成２６年度対象 ○

070 地域情報化の推進（地方） 平成18年度 終了予定なし 42 42 31  外部有識者による点検対象外
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執
行に努めること。

37 40 3 - 執行等改善

ICTの利活用は、地域活性化、地域医
療、高齢化、防災、安心・安全など、
様々な地域課題の解決方策として、地
方創生を実現するために必要不可欠な
手段であるので、ICT利活用の優良事例
の普及展開を重点化するとともに、執
行に当たっては、旅行パックの利用等
により適正な予算執行に努める。

情報流通行政局 一般会計

（項）情報通信技術高度利
活用等推進費
　（大事項）情報通信技術
の利活用高度化に必要な経
費

- 074 - - - - - 平成２６年度対象

071 ふるさとテレワーク推進事業 平成26年度 平成30年度 630 630 342 

 「ふるさとテレワークの共通 基盤の運
用、実証、普及啓 発の実施」1者入札落
札率100%となっている。競争性を高める
ための検討はできないか。今年度で終了
ではあるものの、執行率が低いことを踏
まえると、予算規模の妥当性の検討が必
要ではなかったか。

終了予定
平成30年度をもって事業終了。更なる経費
の効率化を図り、適正な予算執行に努める
こと。

416 - ▲416 - 予定通り終了

1者入札については、参考見積業者の不
参加理由を確認するなどしており、引
き続き複数者による入札により競争性
を高めるよう努めている。執行率の低
さについては、補助事業では予算額を
上回る提案があったものの、外部有識
者の評価を経て採択先を選定した結
果、採択の基準を満たさない提案が多
く、採択件数が減ったこと等によるも
の。30年度は29年度の実績を踏まえ、
補助金にかかる予算額を見直してい
る

情報流通行政局 一般会計

（項）情報通信技術高度利
活用推進費
　（大事項）情報通信技術
の利活用高度化に必要な経
費

- 078 - - - - - 最終実施年度 ○

072 ＩＣＴスマートシティ整備推進事業 平成26年度 平成32年度 505 797 713  外部有識者による点検対象外
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執
行に努めること。

246 300 54 - 執行等改善

提案事業の採択時には複数の外部有識
者の評価を踏まえた採択や監査法人等
の外部機関の助言を踏まえた補助金の
交付決定など、引き続き適正な予算執
行に努める。

「新しい日本のため
の優先課題推進枠」
300百万円

情報流通行政局 一般会計

（項）情報通信技術高度利
活用推進費
　（大事項）情報通信技術
の利活用高度化に必要な経
費

- 079 - - - - - 平成２９年度対象 ○
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執行額

会計区分 項・事項 基金
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外部有識者点検対象
（公開プロセス含む）
※対象となる場合、理
由を記載

事業
番号

事　　業　　名
平成２９年度
補正後予算額

平成２９年度

反映額

事業開始
年度
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可能額

差引き
備　考

反映状況

外部有識者の所見
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（単位：百万円）
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調査

補助
金等

平成２９年度レビューシート番号

１つ目 ２つ目

073 ウェブアクセシビリティに関する調査研究 平成27年度 平成30年度 14 14 6 

 「理想値を目標としていたため、実態
と乖離のある数値であった。」と記され
ているが、事業目的に「高齢者や障害者
を含めた誰もが」と記載されていること
を踏まえると、本事業は理想を実現する
ための施策ではなかったのか？また、30
年度予算が前年度比で大幅増となってい
るが、活動指標のデータだけでは、その
必要性が不明ではないか。

終了予定
平成30年度をもって事業終了。更なる経費
の効率化を図り、適正な予算執行に努める
こと。

25 - ▲25 - 予定通り終了

平成29年度の事業で初めて調査された
地方公共団体等のウェブアクセシビリ
ティ対応状況結果を踏まえ、事業目的
の理想に近づけるよう、平成30年度の
執行においては基本的な取組に関する
講習を充実させ、ウェブアクセシビリ
ティ対応の遅れている公的機関への啓
発を強化する。
30年度予算の増額は、取組内容の拡充
によることから、「施策の進捗状況
（目標）」欄において本年度の取組内
容についてより詳細に修正した。
本年度の執行に当たっては引き続き複
数者の見積比較、競争入札の実施を徹
底し 適正な予算執行に努める

情報流通行政局 一般会計

（項）情報通信技術高度利
活用推進費
　（大事項）情報通信技術
の利活用高度化に必要な経
費

- 081 - - - - - 最終実施年度

074 オープンデータ等利活用推進事業 平成27年度 平成29年度 298 298 270  外部有識者による点検対象外 終了予定 平成29年度をもって事業終了。 - - - - 予定通り終了 平成29年度をもって事業終了。 情報流通行政局 一般会計

（項）情報通信技術高度利
活用推進費
　（大事項）情報通信技術
の利活用高度化に必要な経
費

- 084 - - - - - 平成２９年度対象

075 公的個人認証サービス利活用推進事業 平成27年度 平成31年度 759 991 989  外部有識者による点検対象外
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執
行に努めること。

110 550 440 - 執行等改善
31年度の執行に当たっては、30年度ま
でに得られた知見を活用する。

「新しい日本のため
の優先課題推進枠」
550百万円

情報流通行政局 一般会計

（項）情報通信技術高度利
活用推進費
　（大事項）情報通信技術
の利活用高度化に必要な経
費

- 085 - - - - - 平成２８年度対象

076 ＩoＴおもてなしクラウド事業 平成27年度 平成29年度 248 248 244  外部有識者による点検対象外 終了予定 平成29年度をもって事業終了。 - - - - 予定通り終了 平成29年度をもって事業終了。 情報流通行政局 一般会計

（項）情報通信技術高度利
活用推進費
　（大事項）情報通信技術
の利活用高度化に必要な経
費

- 086 - - - - - 平成２９年度対象

077
若年層に対するプログラミング教育の普及
推進

平成28年度 平成29年度 152 425 381  外部有識者による点検対象外 終了予定 平成29年度をもって事業終了。 - - - - 予定通り終了 平成29年度をもって事業終了。 情報流通行政局 一般会計

（項）情報通信技術高度利
活用推進費
　（大事項）情報通信技術
の利活用高度化に必要な経
費

- 089 - - - - - 平成２９年度対象

078
地域防災等のためのＧ空間情報の利活用推
進

平成28年度 平成32年度 217 306 293 
 1者入札で落札率が100%に近い支出先が
4件あるが、競争性確保の観点で検討を
要するのではないか。

終了予定
平成30年度をもって事業終了。更なる経費
の効率化を図り、適正な予算執行に努める
こと。

200 383 183 - 執行等改善
幅広い事業者が入札に参加できるよ
う、引き続き、仕様書や提案審査項目
等の見直しなどについて検討する。

「新しい日本のため
の優先課題推進枠」　
383百万円

情報流通行政局 一般会計

（項）情報通信技術高度利
活用推進費
　（大事項）情報通信技術
の利活用高度化に必要な経
費

- 091 - - - - - 最終実施年度

079 放送コンテンツ海外展開助成事業 平成28年度 平成29年度 242 242 238  外部有識者による点検対象外 終了予定 平成29年度をもって事業終了。 - - - - 予定通り終了 平成29年度をもって事業終了。 情報流通行政局 一般会計

（項）情報通信技術高度利
活用推進費
　（大事項）情報通信技術
の利活用高度化に必要な経
費

- 093 - - - - - 平成２９年度対象 ○

080
ＩＣＴ技術を活用した子育て・高齢者支援
街づくり事業

平成28年度 平成30年度 - 60 - 

 繰り越しが続いている理由を「直接補
助事業実施主体において、事業の完了が
遅延せざるを得ない事象が発生」と説明
しているが、この説明だけでは事業レ
ビューになっていない。事業採択に問題
があったのではないかという疑義が生ま
れかねない。国民に理解できる説明が必
要。

終了予定
平成30年度をもって事業終了。更なる経費
の効率化を図り、適正な予算執行に努める
こと。

- - - - 予定通り終了

一般社団法人日本テレワーク協会が交
付決定を行い、事業を開始した５件の
事業主体のうち、１件について、年度
内の事業完了が困難となったため。経
緯としては、テレワークスペースの整
備のための解体・撤去工事に際し、階
下の住人から騒音・振動に関する苦情
が申し立てられ、工事完了が遅れたこ
とによる。

情報流通行政局 一般会計

（項）情報通信技術高度利
活用推進費
　（大事項）情報通信技術
の利活用高度化に必要な経
費

- 094 - - - - - 最終実施年度 　 ○

081 放送コンテンツ海外展開基盤総合整備事業 平成28年度 平成29年度 - 1,339 1,339  外部有識者による点検対象外 終了予定 平成29年度をもって事業終了。 - - - - 予定通り終了 平成29年度をもって事業終了。 情報流通行政局 一般会計

（項）情報通信技術高度利
活用推進費
　（大事項）情報通信技術
の利活用高度化に必要な経
費

- 095 - - - - - 平成２９年度対象 ○

082 IoTサービス創出支援事業 平成27年度 平成30年度 505 1,174 1,058 

「身近なIoTプロジェクト」のサイ
ト（http://www.midika-iot.jp）や
「身近なIoTプロジェクトH29当初予
算事業成果報告会（第8回会合）」
のウェブサイトを見たが、行政事業
レビュー・シートに記載された
「IoTサービスの創出・展開に当
たって克服すべき課題の解決に資す
る参照モデル」の意味が理解できる
説明が見つからなかった。レビュー
シートは単体で事業の意義や期待成
果が理解できないとレビューができ
ているのかどうかが判断できない。
参照モデルがどのようなもので、ど
のような役割・意義があるのかを説
明する必要がある。国民が理解でき
るコンパクトな資料を添付すること
も検討すべきである

終了予定
平成30年度をもって事業終了。更なる経費
の効率化を図り、適正な予算執行に努める
こと。

502 - ▲502 - 予定通り終了

「身近なIoTプロジェクト」サイトのド
メイン移行の時期と重なり資料の掲載
が遅れていたが、ドメイン移行の完了
とあわせて資料を「身近なIoTプロジェ
クト」サイトに８月上旬に掲載済。

情報流通行政局
情報通信政策研究
所

一般会計

（項）情報通信技術高度利
活用推進費
　（大事項）情報通信技術
の利活用高度化に必要な経
費

- 096 - - - - - 最終実施年度 ○

083
地上４Ｋ放送等放送サービスの高度化推進
事業

平成28年度 平成29年度 - 897 876  外部有識者による点検対象外 終了予定 平成29年度をもって事業終了。 - - - - 予定通り終了 平成29年度をもって事業終了。 情報流通行政局 一般会計

（項）情報通信技術高度利
活用推進費
　（大事項）情報通信技術
の利活用高度化に必要な経
費

- 097 - - - - - 平成２９年度対象 ○

084 ＩＣＴ人材育成 平成28年度 平成29年度 - 27 27  外部有識者による点検対象外 終了予定 平成29年度をもって事業終了。 - - - - 予定通り終了 平成29年度をもって事業終了。 情報流通行政局 一般会計

（項）情報通信技術高度利
活用推進費
　（大事項）情報通信技術
の利活用高度化に必要な経
費

- 098 - - - - - 平成２９年度対象 　

085
医療・介護・健康データ利活用基盤高度化
事業

平成28年度 平成31年度 - 2,968 2,878 

 ロードマップを参照しても本事業がど
のように貢献しているのかが見えないた
め、定性的な成果の記述が必要と思われ
る。総務省による「医療・介護・健康分
野のネットワーク化を推進するためのモ
デルの構築」がアウトカムと記載されて
いるが、アウトプットに近いアウトカム
であることから、この構築したモデルに
ついて定性的な説明をすることによっ
て、本事業の成果が理解しやすくなるの
ではないか。

終了予定
平成30年度をもって事業終了。更なる経費
の効率化を図り、適正な予算執行に努める
こと。

200 500 300 - 執行等改善

ロードマップ中の「2017年度中に15程
度の医療圏にクラウド型EHRを実装」、
「クラウド型EHRを整備した医療圏の人
口の5%の患者数（2020年度）」の記載
に従い、成果目標及び成果指標を設定
したもの。本レビューシート記載の補
助事業（事業概要欄参照）により当該
目標を達成した。
成果指標としている「医療・介護・健
康分野のネットワーク化を推進するた
めのモデル構築」については、ご指摘
を踏まえて記載を明確化した

(平成29年度事業名：
医療・健康データ利
活用基盤高度化事業)
「新しい日本のため
の優先課題推進枠」
500百万円

情報流通行政局 一般会計

（項）情報通信技術高度利
活用推進費
　（大事項）情報通信技術
の利活用高度化に必要な経
費

- 099 - - - - - 最終実施年度 ○ ○

086 IoTネットワーク運用人材育成事業 平成29年度 平成31年度 209 209 204  特に問題は無い。（北大路教授）
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執
行に努めること。

215 150 ▲65 - 執行等改善
所見を踏まえ、経費の効率化を図り、
適正な予算執行に努める。

「新しい日本のため
の優先課題推進枠」
150百万円

情報流通行政局
国際戦略局

一般会計

（項）情報通信技術高度利
活用推進費
　（大事項）情報通信技術
の利活用高度化に必要な経
費

新
29

- 0008 - - - - - 前年度新規 ○

087
スマートスクール・プラットフォーム実証
事業

平成29年度 平成31年度 224 224 210 

 学校教育に大きく貢献できる事業と思
われるが、アウトカムは「クラウド上の
教材等を利活用可能な学校の割合」より
も「実際に利活用する学校が増えるこ
と」なので、ニーズにあったシステムと
コンテンツが開発されるような取組が行
われていることがレビューシート（ある
いは添付資料）に説明されることが望ま
しい。

事業内容の一部
改善

更なる経費の効率化を図り、適正な予算執
行に努めること。

265 420 155 - 執行等改善

所見を踏まえ、ニーズにあった成果物
が策定されるよう取組を行っている
旨、「整備された施設や成果物は十分
に活用されているか」の項目に明示し
た。また、平成30年度は、実証地域の
実施計画の策定において、外部有識者
から、コスト軽減の観点からの助言等
を受けた上で事業を実施するなど、適
正な予算執行を実施。

「新しい日本のため
の優先課題推進枠」
420百万円

情報流通行政局 一般会計

（項）情報通信技術高度利
活用推進費
　（大事項）情報通信技術
の利活用高度化に必要な経
費

新
29

- 0009 - - - - - 前年度新規 ○

088 放送コンテンツ海外展開総合強化事業 平成29年度 平成30年度 1,280 - - 

 重要な事業であることは理解できる
が、多額の投入に対して「放送コンテン
ツ関連海外売上高」という成果にどれほ
ど貢献するのかが全く見えず、その他の
成果（訪日観光客の増加や地域産品の販
路拡大等）への貢献度も理解できない。
これらのアウトカムに対してどのような
ロジックで貢献できるのかを説明して欲
しい。

終了予定
平成30年度をもって事業終了。更なる経費
の効率化を図り、適正な予算執行に努める
こと。

- - - - 予定通り終了
所見を踏まえ、アウトカムへの貢献を
意識しながら、効果的かつ効率化な予
算執行に努める。

情報流通行政局 一般会計

（項）情報通信技術高度利
活用推進費
　（大事項）情報通信技術
の利活用高度化に必要な経
費

- - - - - - - 前年度新規 ○ ○

089 競技会場におけるＩＣＴ利活用促進事業 平成29年度 平成30年度 199 - - 

 どのようにして「災害時に外国人や障
がい者等が円滑に避難できるようにす
る」のかが全くわからないので、事業点
検ができない。

終了予定
平成30年度をもって事業終了。更なる経費
の効率化を図り、適正な予算執行に努める
こと。

- - - - 予定通り終了

事業概要を明確にするため「外国人・
障がい者等がその属性や身体的特性に
応じた避難ができるように、デジタル
サイネージ・スマートフォン等のICTを
利活用することにより、多言語の文字
で避難経路を表示する等の仕組みを構
築する」との内容を追記した。
執行にあたっては、更なる経費の効率
化を図り、適正な予算執行に努める。

情報流通行政局 一般会計

（項）情報通信技術高度利
活用推進費
　（大事項）情報通信技術
の利活用高度化に必要な経
費

- - - - - - - 前年度新規

090 次世代映像配信技術に関する実証 平成29年度 平成31年度 540 0 0 

 「次世代映像配信技術の実装」という
ねらいは理解できるが、成果とされる
「本事業で検証された技術の件数４」、
「4K8K放送の実現メディア数３」、とい
う成果目標について、どのような技術な
のか、どのようなメディアなのか、が理
解できない。国民にわかるような説明が
ないと、事業レビューシートとしての役
割が果すことができない。

事業内容の一部
改善

更なる経費の効率化を図り、適正な予算執
行に努めること。

455 823 368 - 現状通り

成果とされる「本事業で検証された技
術の件数」については、以下の技術の
検証を行う。
○4K放送サービスの高度化（フレーム
数の増加）により増大するデータを、
衛星放送の１チャンネル当たりの周波
数帯域を増加させることなく効率的に
伝送するための技術に関する検証を実
施　
○超高精細及び超高臨場感映像技術を
活用した多様なコンテンツによる大画
面向けの映像配信を構築・提供するた
めの技術検証を実施
○ネット同時配信で課題となっている
「①災害情報・字幕配信等の検討」、
「②トラフィック需要の推計」に関す
る実証を行い、技術仕様を検討
○IP放送の技術基準等の制定に必要な
データの取得のため、試験環境におけ
る試験により予備的データの取得等を
実施

測定指標「4K8K放送の実現メディア
数」については、本事業の成果等によ
り多数のメディアにおいて4K8K技術を
活用した映像配信が行われることを想
定して設定しているものであり、平成
29年度時点では東経124度/128度CS放
送、ケーブルテレビ放送、IPTV等にお

「新しい日本のため
の優先課題推進枠」
823百万円

情報流通行政局 一般会計

（項）情報通信技術高度利
活用推進費
　（大事項）情報通信技術
の利活用高度化に必要な経
費

新
30

- 0018 - - - - - 前年度新規 ○

施策名：Ⅴ-３ 放送分野における利用環境
の整備

091 放送ネットワーク整備支援事業 平成26年度 終了予定なし 2,510 607 496  外部有識者による点検対象外
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執
行に努めること。

330 949 619 - 執行等改善

引き続き、交付先決定の際には公募を
行い、外部有識者による評価会を実施
するなどして、事業の効果や効率性に
留意し執行を行うよう努める。

「新しい日本のため
の優先課題推進枠」
949百万円

情報流通行政局 一般会計

（項）情報通信技術利用環
境整備費
　（大事項）情報通信技術
の利用環境整備に必要な経
費

- 100 -
新
29

- 0010 - - - 平成２８年度対象 ○
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様式１ 別添３

平成３０年度 平成３１年度

当初予算額 要求額

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ＝Ｃ ３つを超える場合３つ目
執行額

会計区分 項・事項 基金
所見の概要 反映内容

外部有識者点検対象
（公開プロセス含む）
※対象となる場合、理
由を記載

事業
番号

事　　業　　名
平成２９年度
補正後予算額

平成２９年度

反映額

事業開始
年度

事業終了
(予定)年度

担当部局庁
評価結果

執行
可能額

差引き
備　考

反映状況

外部有識者の所見

行政事業レビュー推進チームの所見

（単位：百万円）

委託
調査

補助
金等

平成２９年度レビューシート番号

１つ目 ２つ目

092 放送政策に関する調査研究 平成19年度 終了予定なし 45 45 42  外部有識者による点検対象外
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執
行に努めること。

52 76 24 - 執行等改善 引き続き適正な予算執行に努める。 情報流通行政局 一般会計

（項）情報通信技術利用環
境整備費
　（大事項）情報通信技術
の利用環境整備に必要な経
費

- 101 - - - - - 平成２７年度対象 ○

093 国際放送の実施 昭和26年度 終了予定なし 3,544 3,544 3,544 

 ①代替指標、活動指標として「受信可
能世帯数」及び「放送時間」が示されて
いるが、本事業の目的から見て、受信の
実態や、放送内容に対する満足度等につ
いての把握、検証の工夫も必要ではない
か。②アウトプットとして、1日あたり
の放送時間が25.7時間とトータルで示さ
れているが、言語別の活動見込・活動実
績を分けて示さないと、アウトプットの
具体的な内容が解らない。

現状通り 確実な事業の実施に努めること。 3,544 3,544 - - 現状通り

本施策は、放送法第65条第１項に基づ
く総務大臣の要請による要請放送とＮ
ＨＫが自ら行う放送が、ＮＨＫによっ
て一体的に実施されているところ、そ
の実施主体であるＮＨＫにおいて具体
的な目標・指標を設定しておらず、総
務省が独自に目標・指標を設定するこ
とは困難と考えている。

情報流通行政局 一般会計

（項）情報通信技術利用環
境整備費
　（大事項）情報通信技術
の利用環境整備に必要な経
費

- 102 - - - - - その他

094 地域ＩＣＴ強靱化事業 平成26年度 終了予定なし 10 10 9  外部有識者による点検対象外
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執
行に努めること。

30 26 ▲4 - 執行等改善

引き続き、送信点調査、運用訓練、説
明会等の効率的な実施計画を策定する
などして、適切な執行管理を徹底し、
適正な予算執行に努める。

情報流通行政局 一般会計

（項）情報通信技術高度利
活用等推進費
　（大事項）情報通信技術
の利用環境整備に必要な経
費

- 103 - - - - - 平成２７年度対象

施策名：Ⅴ-４ 情報通信技術利用環境の整
備

095
電気通信事業分野における事業環境の整備
のための調査研究

昭和62年度 終了予定なし 138 138 130  外部有識者による点検対象外
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執
行に努めること。

158 214 56 - 執行等改善
より優先度の高い項目に調査対象を絞
るなど、更なる経費の効率化を実施。

総合通信基盤局 一般会計

（項）情報通信技術利用環
境整備費
　（大事項）情報通信技術
の利用環境整備に必要な経
費

- 105 - - - - - 平成２７年度対象 ○

096
電気通信事業分野における消費者利益確保
のための事務経費

平成6年度 終了予定なし 330 330 301  外部有識者による点検対象外
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執
行に努めること。

343 463 120 - 執行等改善
より優先度の高い項目に調査対象を絞
るなど、更なる経費の効率的な執行を
実施。

総合通信基盤局 一般会計

（項）情報通信技術利用環
境整備費
　（大事項）情報通信技術
の利用環境整備に必要な経
費

- 106 - - - - - 平成２７年度対象 ○

097
電気通信事業分野における安全・信頼性確
保のための事務経費

平成12年度 終了予定なし 29 29 28  外部有識者による点検対象外
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執
行に努めること。

32 50 18 - 執行等改善
これまでの執行実績を検証し、仕様書
の明確化を図ることにより競争性が向
上するよう、取組を実施。

総合通信基盤局 一般会計

（項）情報通信技術利用環
境整備費
　（大事項）情報通信技術
の利用環境整備に必要な経
費

- 107 - - - - - 平成２７年度対象 ○

098
電気通信消費者権利の保障等推進経費（地
方）

平成22年度 終了予定なし 10 10 8  外部有識者による点検対象外
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執
行に努めること。

10 14 4 - 執行等改善
より優先度の高い項目に調査対象を絞
るなど、更なる経費の効率的な執行を
実施。

総合通信基盤局 一般会計

（項）情報通信技術高度利
活用等推進費
　（大事項）情報通信技術
の利用環境整備に必要な経
費

- 109 - - - - - 平成２７年度対象

099 情報通信基盤整備推進事業 平成28年度 平成30年度 1,200 1,023 904  外部有識者による点検対象外
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執
行に努めること。

670 - ▲670 - 予定通り終了

費用対効果が高まるよう事業計画の精
査を行い、更なる経費の効率的な執行
を実施。
当初予定していた目標を達成したこと
等を踏まえて、予算要求を行わないこ
ととした。

総合通信基盤局 一般会計

（項）情報通信技術利用環
境整備費
　（大事項）情報通信技術
の利用環境整備に必要な経
費

- 113 - - - - - 平成２９年度対象 ○

100
位置情報等のプライバシー情報の利活用モ
デル実証事業

平成29年度 平成30年度 59 59 55 

 2年度先でのモデル事例の積み重ねがア
ウトカムとされているので評価が難しい
が、根っこにある事業政策への影響、効
果とリンクさせて議論すべきと思われ
る。新規事業で一般競争入札なのに１者
応札で落札率が100％ということについ
ては競争性が働いていない疑義が生じる
が、今後この種の事業はますます一者に
偏る恐れがあるのでその点の検証、検討
をおこなう必要がある。

終了予定
平成30年度をもって事業終了。更なる経費
の効率化を図り、適正な予算執行に努める
こと。

58 - ▲58 - 予定通り終了

平成29年度事業において、請負先を決
定するにあたり、本件事業に関心をも
ち入札予定の事業者が2社存在したが、
そのうちの１社が公告期間中入札停止
を受けたため、結果的に1社応札となっ
た。外部有識者に頂いた所見も踏ま
え、平成30年度事業において、前年度
請負事業者が特段有利に取り扱われる
ことがないよう複数社に広く本件事業
の説明を実施する等、事業調達におけ
る一般入札の透明性及び競争性確保に
つとめているところである。

総合通信基盤局 一般会計

（項）情報通信技術利用環
境整備費
　（大事項）情報通信技術
の利用環境整備に必要な経
費

新
29

- 0011 - - - - - 前年度新規 ○

101
国際ＶＨＦ周波数変更対策のための損失補
償

平成29年度 平成31年度 80 80 21 

 損失補償を事業として捉えること自体
が評価になじまない。損失補償すればア
ウトプットが100％となるが、その対象
にならなければアウトカム指標は動かな
い。また、アウトプットの見込みでは、
アウトカムのところに書かれた31年度の
目標値に辿りつかないのではないか（他
力本願的な部分があるのではないの
か）。

事業内容の一部
改善

更なる経費の効率化を図り、適正な予算執
行に努めること。

52 18 ▲34 - 執行等改善

外部有識者からのご指摘を踏まえ、ア
ウトカムとアウトプットの関係が明確
となるようにレビューシートの事業概
要を分かりやすく修正した。また、予
算については、更なる経費の効率化を
図り、適正な予算執行に努めることと
する。

総合通信基盤局 一般会計

（項）情報通信技術利用環
境整備費
　（大事項）情報通信技術
の利用環境整備に必要な経
費

新
29

- 0012 - - - - - 前年度新規 　

施策名：Ⅴ-５ 電波利用料財源による電波
監視等の実施

102 電波の監視等に必要な経費 平成5年度 終了予定なし 9,296 9,262 8,181 
 随意契約を競争入札による契約へ変更
する取り組みが必要である。

事業内容の一部
改善

更なる経費の効率化を図り、適正な予算執
行に努めること。

8,510 9,950 1,440 - 執行等改善

・本件事業において随意契約とする案
件については、既存設備との互換性が
必要なものに限定し、仕様書案への意
見招請及びヒアリング、随意契約締結
前に案件名及び契約の相手方などの公
表を実施している。こうした場を通じ
て関係企業の入札意思を確認し、入札
を希望する者が複数となった場合は、
競争入札による契約に変更することと
している。
・所見を踏まえ、引き続き適正な予算
執行に努める

総合通信基盤局 一般会計

（項）電波利用料財源電波
監視等実施費
　（大事項）電波利用料財
源電波監視等の実施に必要
な経費

- 114 - - - - - 行革推進会議

103 総合無線局監理システムの構築と運用 平成5年度 終了予定なし 7,023 7,023 6,458 
 予算額が斬増的であり、効率性の検討
が求められる。

事業内容の一部
改善

更なる経費の効率化を図り、適正な予算執
行に努めること。

9,399 7,506 ▲1,893 - 現状通り

現在運用中のシステムは平成24年度か
ら使用しているものであり、システム
更新を平成30年度と平成32年度に分け
て実施する計画である。これらに係る
予算については、要求・執行の段階に
おいて総務省担当CIO補佐官に相談し、
検討を行っている。
なお、平成32年度にシステム更新が一
段落することから、平成33年度は主に
運用経費となり、予算は抑えられるも
のと想定している

総合通信基盤局 一般会計

（項）電波利用料財源電波
監視等実施費
　（大事項）電波利用料財
源電波監視等の実施に必要
な経費

- 115 - - - - - 行革推進会議

104 総合無線局監理システムの制度改正等対応 平成5年度 終了予定なし 1,991 1,991 1,748 
 何が具体的に効率化されたのか不明
瞭。成果目標値の再検討が必要である。

事業内容の一部
改善

更なる経費の効率化を図り、適正な予算執
行に努めること。

1,111 5,094 3,983 - 執行等改善

制度改正等対応のためのプログラム開
発等に係る生産性の効率化について、
現在、総務省担当CIO補佐官と指標の見
直しを含め検討を行っているところで
ある。現時点では、現状の成果目標設
定とし、CIO補佐官との検討結果が出た
後、行政事業レビューシートに反映す
る予定。

総合通信基盤局 一般会計

（項）電波利用料財源電波
監視等実施費
　（大事項）電波利用料財
源電波監視等の実施に必要
な経費

115 行革推進会議

105 電波の安全性に関する調査及び評価技術 平成9年度 終了予定なし 1,040 1,357 1,315  外部有識者による点検対象外
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執
行に努めること。

988 1,450 462 - 執行等改善

委託研究について、経理検査等によ
り、受託機関による経費の使途につい
て必要性・合理性を精査し、効率的な
執行を図る。
また、調査業務等について、潜在的な
事業者等へ積極的に情報提供を行い、
競争参加者の掘り起こしなどの更なる
改善を図る。

総合通信基盤局 一般会計

（項）電波利用料財源電波
監視等実施費
　（大事項）電波利用料財
源電波監視等の実施に必要
な経費
   （大事項）電波利用料
財源電波利用技術の研究開
発等に必要な経費

- 116 - - - - - 平成２６年度対象 ○

106
無線システム普及支援事業（携帯電話等エ
リア整備事業）

平成17年度 終了予定なし 3,598 2,776 1,784 
 翌年度への繰越額が斬増的である。よ
り詳しい当該事由の説明を付すべきであ
る。

事業内容の一部
改善

更なる経費の効率化を図り、適正な予算執
行に努めること。

3,360 3,112 ▲248 - 執行等改善
所見を踏まえ、繰越額が漸増的である
説明を追記。また、単価の精査など適
正な予算執行を実施。

「新しい日本のため
の優先課題推進枠」
1,752百万円

総合通信基盤局 一般会計

（項）電波利用料財源電波
監視等実施費
　（大事項）電波利用料財
源電波監視等の実施に必要
な経費

- 118 - - - - - その他 ○

107
無線システム普及支援事業（地上デジタル
放送への円滑な移行のための環境整備・支
援）

平成20年度 終了予定なし 1,339 1,349 1,068  外部有識者による点検対象外
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執
行に努めること。

1,650 2,200 550 - 執行等改善

外国波を含む他の電波との混信の解消
及び福島原発避難区域における受信対
策を完了させるため、適正かつ効率的
な執行に取り組むとともに、ホーム
ページ等を活用した国民への分かりや
すい説明や周知による透明性の確保に
努める。

情報流通行政局 一般会計

（項）電波利用料財源電波
監視等実施費
　（大事項）電波利用料財
源電波監視等の実施に必要
な経費

- 119 - - - - - 平成２６年度対象 ○

108 電波遮へい対策事業（トンネル等） 平成11年度 終了予定なし 7,050 3,575 2,740 
 翌年度への繰越額が漸増的である。よ
り詳しい当該事由の説明を付すべきであ
る。

事業内容の一部
改善

更なる経費の効率化を図り、適正な予算執
行に努めること。

6,664 4,220 ▲2,444 - 執行等改善
所見を踏まえ、繰越額が漸増的である
説明を追記。また、更なるコスト縮減
等を図り、単価の精査を実施。

「新しい日本のため
の優先課題推進枠」
4,220百万円

総合通信基盤局 一般会計

（項）電波利用料財源電波
監視等実施費
　（大事項）電波利用料財
源電波監視等の実施に必要
な経費

- 120 - - - - - その他 ○

109 周波数の使用等に関するリテラシーの向上 平成21年度 終了予定なし 241 241 212  外部有識者による点検対象外
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執
行に努めること。

265 280 15 - 執行等改善

電波の安全性に関して、業務の効率
化、調査委託費の単価の見直しを行う
など、更なる経費の効率化を図る。
電波の適正利用に関して、事務委託費
の見直しなど、経費の効率化を図る。

総合通信基盤局 一般会計

（項）電波利用料財源電波
監視等実施費
　（大事項）電波利用料財
源電波監視等の実施に必要
な経費

- 121 - - - - - 平成２７年度対象

110 電波資源拡大のための研究開発 平成17年度 終了予定なし 10,947 10,947 10,733 
 事業期間も限定されておらず、予算額
も斬増的である。事業の有効性を把握
し、明示することが求められる。

事業内容の一部
改善

更なる経費の効率化を図り、適正な予算執
行に努めること。

10,903 10,880 ▲23 - 執行等改善

　電波法第103条の２第４項第３号に基
づき、限りある周波数資源を有効利用
するための技術等の研究開発を行って
いるものであり、今後の電波利用ニー
ズの多様化・高度化などによりますま
す重要になり、事業期間を限定するこ
とは困難である。
　しかしながら、個別の研究開発課題
については、概ね３～５年の期間を定
めて研究開発を実施しており、引き続
き、有識者による外部評価を踏まえ実
施内容や予算額の精査を行い、更なる
効率化を図る。

「新しい日本のため
の優先課題推進枠」
1,656百万円

総合通信基盤局 一般会計

（項）電波利用料財源電波
監視等実施費
  （大事項）電波利用料財
源電波利用技術の研究開発
等に必要な経費

- 122 - - - - - 行革推進会議

111 周波数逼迫対策技術試験事務 平成8年度 終了予定なし 6,779 6,179 5,608 
 ５年以内に実際に開発された技術の実
績件数及び５年で開発できなかった技術
の件数を明示する必要がある。

事業内容の一部
改善

更なる経費の効率化を図り、適正な予算執
行に努めること。

5,605 8,300 2,686 - 執行等改善

　電波法第103条の２第４項第３号に基
づき、既に開発された技術を用いて試
験や結果分析（共用検討等）を行い、
無線設備の技術基準の策定を行うもの
があるため、開発実績や開発できな
かった技術の件数を明示することは困
難である。
　なお、当該事務の実施に際しては、
引き続き、有識者による外部評価を踏
まえ実施内容や予算額の精査を行い、
更なる効率化を図る。

「新しい日本のため
の優先課題推進枠」
2,100百万円

総合通信基盤局 一般会計

（項）電波利用料財源電波
監視等実施費
　（大事項）電波利用料財
源電波監視等の実施に必要
な経費

122 行革推進会議
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112
無線技術等の国際標準化のための国際機関
等との連絡調整事務

平成21年度 終了予定なし 1,249 1,249 1,123 
 事業期間も限定されておらず、予算額
も斬増的である。事業の有効性を把握
し、明示することが求められる。

事業内容の一部
改善

更なる経費の効率化を図り、適正な予算執
行に努めること。

1,243 1,290 47 - 執行等改善

　電波法第103条の２第４項第３号に基
づき、周波数利用効率の高い無線技術
についてその国際標準化を積極的・戦
略的に進め、国際的に調和の取れた技
術として技術基準を策定できるよう、
国際標準化機関との連絡調整事務を実
施しているものであり、周波数資源が
限りある中、今後の電波利用ニーズの
多様化・高度化などを考慮すると事業
期間を限定することは困難である。
　しかしながら、個別案件の実施につ
いては、概ね３～５年の期間を定めて
実施しており、事業開始前や終了後の
他、毎年継続時に外部有識者による評
価を行うなど、引き続き、実施内容や
予算額の妥当性、成果について精査を
行い、更なる効率化を図る。

総合通信基盤局 一般会計

（項）電波利用料財源電波
監視等実施費
　（大事項）電波利用料財
源電波監視等の実施に必要
な経費

122 行革推進会議

113 周波数の国際協調利用促進事業 平成29年度 終了予定なし 854 542 508 
 今後において、当該技術の普及実績を
明示する必要がある。

事業内容の一部
改善

更なる経費の効率化を図り、適正な予算執
行に努めること。

820 1,450 630 - 執行等改善

　電波法第103条の２第４項第３号に基
づき、我が国の周波数利用効率の高い
無線技術等について、国際的な優位性
を持って国際標準として策定されるよ
う当該技術の国際的な普及を促進する
ものであり、官民連携による包括的な
戦略の下、中長期にわたる取組が求め
られるものであることから、差し当
たって当該技術の普及実績を明示する
ことは困難である。
　なお、当該事業の実施に際しては、
引き続き、有識者による外部評価を踏
まえ実施内容や予算額の精査を行い、
更なる効率化を図る。

総合通信基盤局 一般会計

（項）電波利用料財源電波
監視等実施費
　（大事項）電波利用料財
源電波監視等の実施に必要
な経費

122 行革推進会議

114
標準電波による無線局への高精度周波数の
提供

平成11年度 終了予定なし 561 561 530  平成30年度公開プロセス
事業内容の一部

改善
公開プロセスの評価結果を踏まえ対応を検
討すること。

571 560 ▲11 - 執行等改善

・民間企業の調達手続への参加機会を
増加させるため、 本事業に係る翌年度
の設備更新予定を翌年度予算の政府案
が閣議決定された後にNICTのホーム
ページに掲載することとする。また、
コスト管理を改善するため、設備投資
費と設備保守等の運用費を区分して管
理することとする。
・利用者が標準電波を受信した際の周
波数偏差（受信側の周波数安定度） に
ついてアウトカム設定の検討を行う。

国際戦略局 一般会計

（項）電波利用料財源電波
監視等実施費
　（大事項）電波利用料財
源電波利用技術の研究開発
等に必要な経費

- 123 - - - - - その他

115
無線システム普及支援事業(民放ラジオ難
聴解消支援事業)

平成26年度 終了予定なし 2,018 1,464 1,418  外部有識者による点検対象外
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執
行に努めること。

1,830 1,130 ▲700 - 執行等改善

引き続き、交付先決定の際には公募を
行い、外部有識者による評価会を実施
するなどして、事業の効果や効率性に
留意し執行を行うよう努める。

情報流通行政局 一般会計

（項）電波利用料財源電波
監視等実施費
　（大事項）電波利用料財
源電波監視等の実施に必要
な経費

- 124 - - - - - 平成２８年度対象

116
IoT機器等の電波利用システムの適正利用
のためのICT人材育成

平成29年度 終了予定なし 249 249 216 

 講習会等の活動規模と成果実績（HPア
クセス数）との因果性が不明瞭。成果実
績を伸ばすのであれば別の活動手段を検
討すべきである。

事業内容の一部
改善

更なる経費の効率化を図り、適正な予算執
行に努めること。

267 390 123 - 執行等改善

所見を踏まえ、HPへのアクセス数の向
上を図るため、今後、講習会等の活動
のみならず、HPの閲覧性を高めるため
のHPの改修や、オンライン教育コンテ
ンツの活用を通じてHPを周知する取組
等を検討しつつ、更なるコスト縮減策
等を図り、単価の精査を実施する。

国際戦略局
サイバーセキュリ
ティ統括官

一般会計

（項）電波利用料財源電波
監視等実施費
　（大事項）電波利用料財
源電波監視等の実施に必要
な経費

新
29

- 0013 - - - - - 前年度新規 ○

117 衛星放送用受信環境整備事業 平成29年度 平成31年度 1,213 1,213 1,194 
 一部活動実績と成果実績の指標が同一
である。その説明が必要である。

事業内容の一部
改善

更なる経費の効率化を図り、適正な予算執
行に努めること。

830 1,100 270 - 執行等改善

・外部有識者の所見を踏まえ、「根拠
として用いた統計・データ名（出
典）」部分に以下のとおり追記。
【なお、「対策済み機器の出荷台数」
等は、対策工事を実施する世帯数の目
標値に用いているが、この数値自体か
らは漏えい対策工事の件数は把握でき
ないため、「対策工事への助成金の交
付世帯数」を指標として使用。】
・また、執行にあたり更なる経費の効
率化を検討し、適正な予算執行に努め
る

(平成29年度事業名：
4K・8K普及促進等の
ための衛星放送受信
環境整備に関する支
援等（BS/CS-IF干渉
対策）)

情報流通行政局 一般会計

（項）電波利用料財源電波
監視等実施費
　（大事項）電波利用料財
源電波監視等の実施に必要
な経費

新
29

- 0014 - - - - - 前年度新規 ○

118 公衆無線ＬＡＮ環境整備支援事業 平成29年度 平成31年度 3,194 2,968 702 
 執行率（29年度）が低く、30年度の予
算額は大幅に減額されている。その要因
をより丁寧に説明すべきである。

事業内容の一部
改善

更なる経費の効率化を図り、適正な予算執
行に努めること。

1,432 1,250 ▲182 - 執行等改善

平成29年度の執行率については、「防
災等に資するWi-Fi環境の整備計画」に
よる全国的な整備が進む中で、機器の
費用等の低減や、計画の対象となる避
難所等の統廃合、民間事業者による整
備等が進んだ結果、事業費が抑制され
たことによるものである。こうした実
績を踏まえ、平成30年度予算では、整
備計画の整備の推進に必要な経費を精
査したものであり、引き続き、更なる
経費の効率化を図り、適切な予算執行
に努めてまいりたい。

「新しい日本のため
の優先課題推進枠」
1,250百万円

情報流通行政局 一般会計

（項）電波利用料財源電波
監視等実施費
　（大事項）電波利用料財
源電波監視等の実施に必要
な経費

新
29

- 0015 - - - - - 前年度新規 ○

施策名：Ⅴ-６ ＩＣＴ分野における国際戦
略の推進

119 国際会議への対応 平成17年度 終了予定なし 184 184 144  外部有識者による点検対象外
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執
行に努めること。

239 268 29 - 執行等改善
所見を踏まえ、複数社からの見積取得
の徹底等、更なる経費の効率化を実
施。

国際戦略局 一般会計

（項）情報通信国際戦略推
進費
　（大事項）情報通信技術
の国際戦略に必要な経費

- 125 -
新
30

- 0021 - - - 平成２７年度対象

120
国際電気通信連合（ＩＴＵ）分担金・拠出
金

昭和24年度 終了予定なし 625 625 625 

 分担金・拠出金の額とアウトカム、ア
ウトプットの指標とはリンクしているの
か？達成度が変わらないのであれば、な
ぜそういった数値目標を立てるのか不
明。

現状通り 条約等に基づくもの。 633 633 - - 現状通り

成果指標の説明に不明瞭な点があった
ので、記載を修正
アウトカム指標（邦人職員数）につい
て、行政事業レビューシート作成要領
にしたがって指標を設定している。目
標値は、日本の分担単位(30)/全加盟国
の総分担単位(334.25)で算出してい
る。
アウトプット指標の国際会議等の開催
数は分担金・拠出金がITUにおいて効果
的に活用されているかを測るものであ
り、また、国際会議は我が国の方針を
主張し、反映する場となり得るため、
指標として適切と考える。

国際戦略局 一般会計

（項）情報通信国際戦略推
進費
　（大事項）情報通信技術
の国際戦略に必要な経費

- 126 - - - - - その他

121 経済協力開発機構（ＯＥＣＤ）への拠出 平成13年度 終了予定なし 69 69 69  外部有識者による点検対象外 現状通り 条約等に基づくもの。 70 75 5 - 現状通り 引き続き適正な予算執行に努める。 国際戦略局 一般会計

（項）情報通信国際戦略推
進費
　（大事項）情報通信技術
の国際戦略に必要な経費

- 127 - - - - - 平成２７年度対象

122
アジア・太平洋電気通信共同体（ＡＰＴ）
分担金・拠出金

昭和54年度 終了予定なし 148 148 148  外部有識者による点検対象外 現状通り 条約等に基づくもの。 151 147 ▲4 - 現状通り
構成国の責務として、今後も国が継続
して負担。

国際戦略局 一般会計

（項）情報通信国際戦略推
進費
　（大事項）情報通信技術
の国際戦略に必要な経費

- 128 - - - - - 平成２７年度対象

123
ＩＣＴ発展に向けた日ＡＳＥＡＮ共同調
査・研究事業

平成21年度 終了予定なし 11 11 11  外部有識者による点検対象外
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執
行に努めること。

11 11 - - 執行等改善
更なる経費の効率化を図るため、経費
の見直し等を徹底する。

国際戦略局 一般会計

（項）情報通信国際戦略推
進費
　（大事項）情報通信技術
の国際戦略に必要な経費

- 129 - - - - - 平成２７年度対象

124
国際情報収集・分析、戦略的な国際情報発
信等の実施

平成11年度 終了予定なし 89 89 79  外部有識者による点検対象外
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執
行に努めること。

89 91 2 - 執行等改善
所見を踏まえ、複数社からの見積取得
の徹底等、更なる経費の効率化を実
施。

国際戦略局 一般会計

（項）情報通信国際戦略推
進費
　（大事項）情報通信技術
の国際戦略に必要な経費

- 130 - - - - - 平成２７年度対象

125 ＩＣＴ国際競争力強化パッケージ支援事業 平成27年度 平成33年度 1,106 608 590  外部有識者による点検対象外
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執
行に努めること。

641 1,800 1,159 - 執行等改善
更なる経費の効率化を図るため、案件
の精査・経費の見直し等を引き続き徹
底する。

「新しい日本のため
の優先課題推進枠」
1,800百万円

国際戦略局 一般会計

（項）情報通信国際戦略推
進費
　（大事項）情報通信技術
の国際戦略に必要な経費

- 131 - - - - - 平成２８年度対象

施策名：Ⅵ 郵政行政の推進

126 郵政行政における適正な監督 平成15年度 終了予定なし 52 52 50  外部有識者による点検対象外
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執
行に努めること。

51 50 ▲1 - 執行等改善
調査研究内容の見直し等を踏まえ、更
なる経費の効率化を実施。

情報流通行政局 一般会計
（項）郵政行政推進費
　（大事項）郵政行政の推
進に必要な経費

- 133 - - - - - 平成２８年度対象 ○

127
郵政行政に係る国際政策の推進に必要な情
報収集

平成15年度 終了予定なし 54 54 50  外部有識者による点検対象外
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執
行に努めること。

62 120 58 - 執行等改善
引き続き、出張案件及び調査案件の絞
り込み等を通じ、経費の効率化を図っ
てまいりたい。

情報流通行政局 一般会計
（項）郵政行政推進費
　（大事項）郵政行政の推
進に必要な経費

- 134 - - - - - 平成２８年度対象 ○

128 国際機関への貢献 平成15年度 終了予定なし 321 321 321  外部有識者による点検対象外 現状通り 条約等に基づくもの。 340 371 31 - 現状通り

分担金については、連合加盟国の責務
として引き続き負担。拠出金について
は、ＵＰＵ事務局と緊密な連携を図る
ことで、プロジェクトの進捗状況を随
時確認し、適切な予算執行の把握・管
理に努める。

情報流通行政局 一般会計
（項）郵政行政推進費
　（大事項）郵政行政の推
進に必要な経費

- 135 - - - - - 平成２８年度対象

施策名：Ⅶ-1 一般戦災死没者追悼等の事
業の推進

129 引揚者特別交付金支給事務費 昭和42年度 終了予定なし 3 3 -  外部有識者による点検対象外 現状通り
事業の効率的な予算執行に努め、引き続き
所要額を計上。

1 1 - - 現状通り
事業の効率的な予算執行に努め、引き
続き所要額を計上。

大臣官房総務課管
理室

一般会計

（項）一般戦災死没者追悼
等事業費
　（大事項）一般戦災死没
者の追悼等に必要な経費

- 137 - - - - - 平成２６年度対象

130 旧日本赤十字社救護看護婦処遇等経費 昭和54年度 終了予定なし 154 154 145 

 慰藉事業に係る各内訳事業の実績(回数
や金額)が示されておらず、また、内訳
事業について成果の検証(満足が得られ
ているのか、今の事業規模でよいのか、
改善すべき点はないのか、など)の工夫
が見られない。

事業内容の一部
改善

更なる経費の効率化を図り、適正な予算執
行に努めること。

148 135 ▲13 - 執行等改善

②の慰藉事業のそれぞれの開催数や金
額は「単位あたりのコスト」欄で示し
ている。また、慰藉事業を限られた予
算の中で全国規模で確実に実施するこ
とが、戦後７３年が経過し高齢化する
戦後強制抑留者に対する慰藉を示すこ
とにつながる。
今後とも更なる経費の効率化を図り、
適正な予算の執行に努める。

大臣官房総務課管
理室

一般会計

（項）一般戦災死没者追悼
等事業費
　（大事項）一般戦災死没
者の追悼等に必要な経費

- 138 - - - - - その他 ○

131 不発弾等処理交付金 昭和48年度 終了予定なし 46 46 2  外部有識者による点検対象外 現状通り
事業の効率的な予算執行に努め、引き続き
所要額を計上。

37 37 - - 現状通り
事業の効率的な予算執行に努め、引き
続き所要額を計上。

大臣官房総務課管
理室

一般会計

（項）一般戦災死没者追悼
等事業費
　（大事項）一般戦災死没
者の追悼等に必要な経費

- 139 - - - - - 平成２６年度対象 ○

132 一般戦災死没者の慰霊事業経費 昭和52年度 終了予定なし 6 6 6  外部有識者による点検対象外 現状通り
事業の効率的な予算執行に努め、引き続き
所要額を計上。

6 6 - - 現状通り
事業の効率的な予算執行に努め、引き
続き所要額を計上。

大臣官房総務課管
理室

一般会計

（項）一般戦災死没者追悼
等事業費
　（大事項）一般戦災死没
者の追悼等に必要な経費

- 140 - - - - - 平成２６年度対象

133 平和祈念展示等経費 平成22年度 終了予定なし 356 356 349  外部有識者による点検対象外 現状通り
事業の効率的な予算執行に努め、引き続き
所要額を計上。

370 407 37 - 現状通り
事業の効率的な予算執行に努め、引き
続き所要額を計上。

大臣官房総務課管
理室

一般会計

（項）一般戦災死没者追悼
等事業費
　（大事項）一般戦災死没
者の追悼等に必要な経費

- 141 - - - - - 平成２６年度対象

施策名：Ⅶ-2 恩給行政の推進

1,079 1,079 1,066 1,096 1,064 ▲32 - - - - -
・人件費については、引き続き定員の
計画的削減に取り組み、常勤職員を４
名削減するなど、経費の精査を行っ （項）恩給費

6/8



様式１ 別添３

平成３０年度 平成３１年度

当初予算額 要求額

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ＝Ｃ ３つを超える場合３つ目
執行額

会計区分 項・事項 基金
所見の概要 反映内容

外部有識者点検対象
（公開プロセス含む）
※対象となる場合、理
由を記載

事業
番号

事　　業　　名
平成２９年度
補正後予算額

平成２９年度

反映額

事業開始
年度

事業終了
(予定)年度

担当部局庁
評価結果

執行
可能額

差引き
備　考

反映状況

外部有識者の所見

行政事業レビュー推進チームの所見

（単位：百万円）

委託
調査

補助
金等

平成２９年度レビューシート番号

１つ目 ２つ目

279,267 279,267 271,092 237,061 201,717 ▲35,344 - - - - -

施策名：Ⅶ-３ 公的統計の体系的な整備・
提供

135 統計調査の実施等事業（経常調査等） 昭和21年度 終了予定なし 6,748 6,610 6,292 外部有識者による点検対象外
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執
行に努めること。

7,176 7,460 284 - 執行等改善
引き続き、適正な予算執行に努めてい
く。

統計局 一般会計
（項）統計調査費
　（大事項）統計調査等の
実施に必要な経費

- 143 - - - - - 平成２８年度対象

136 統計調査の実施等事業（周期調査） 大正９年度 終了予定なし 3,687 3,687 3,645 外部有識者による点検対象外
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執
行に努めること。

9,728 11,428 1,700 - 執行等改善
引き続き、適正な予算執行に努めてい
く。

統計局 一般会計
（項）統計調査費
　（大事項）統計調査等の
実施に必要な経費

- 144 - - - - - 平成２７年度対象

137 統計体系整備事業 昭和22年度 終了予定なし 10,076 10,076 9,805 外部有識者による点検対象外
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執
行に努めること。

10,057 10,144 87 - 執行等改善

　調達に関しては複数の見積による精
査、旅費についてはパック商品の利用
推進、既存の経費については過去の執
行実績の反映等を行っている。
　また、統計専任職員配置費について
は、毎年度実施する委託費の監査の中
で、事務費などに係る委託費の執行に
ついて不要不急の執行やコスト削減の
余地がないか確認し、改善の必要があ
れば指導することとしている。
　なお、毎年４月に当室が都道府県担
当を集めて開催する「都道府県庶務担
当補佐会議」等の場で、前年度や過去
に監査で確認した事例を示しつつ、適
正な執行を要請している

政策統括官（統計
基準担当）

一般会計
（項）統計調査費
　（大事項）統計調査等の
実施に必要な経費

- 145 - - - - - 平成２８年度対象

138 国連アジア太平洋統計研修所運営事業 昭和45年度 終了予定なし 309 309 306 外部有識者による点検対象外
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執
行に努めること。

319 321 2 - 執行等改善

概算要求については、直近の執行実績
を基に概算要求額を精査している。
また、予算執行については、引き続
き、経費の効率化や適正化に努める。

政策統括官（統計
基準担当）

一般会計
（項）統計調査費
　（大事項）統計調査等の
実施に必要な経費

- 146 - - - - - 平成２８年度対象

139 統計調査等業務の最適化事業 平成18年度 終了予定なし 2,789 1,580 1,569 外部有識者による点検対象外
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執
行に努めること。

818 2,194 1,376 - 執行等改善

引き続き、政府全体の業務・システム
化の最適化を図りつつ、「政府統計の
総合窓口（e-Stat）」の掲載データの
充実や統計情報のワンストップサービ
スについて、利用者の視点にも留意し
つつ、一層推進するとともに、API機能
や小地域に特化した統計GIS「jSTAT 
MAP」の提供、主要な統計を簡単に利用
できる統計ダッシュボードの提供、
データベース化した統計データの拡充
やＬＯＤの提供など、統計オープン
データの高度化を推進する

統計局 一般会計
（項）統計調査費
　（大事項）統計調査等の
実施に必要な経費

- 147 - - - - - 平成２８年度対象

施策名：Ⅶ-４ 消防防災体制の充実強化

140 緊急消防援助隊の機能強化 平成16年度 終了予定なし 7,804 7,122 6,988 

①毎年度、多額の補正予算が組まれる一
方で、その全額ないし大半の額が翌年度
に繰り越される事態が繰り返されてい
る。予算の編成及び予算執行の適正化の
観点から、検討を要する。
②部隊の整備、車両・資機材等の充実だ
けでなく、本事業の究極の目的である
「緊急消防援助隊の充実強化」の状況が
具体的活動として発現され、把握できる
成果指標を工夫する必要があるのではな
いか。
③「資金の流れ」のうち、A及びEにおい
て、一者入札で高落札のものが目につく
(うち二件は、指名競争にもかかわらず
一者入札)。これらの原因を速やかに分
析し 改善を図る必要がある

事業内容の一部
改善

更なる経費の効率化を図り、適正な予算執
行に努めること。

5,876 5,896 20 - 執行等改善
車両調達等の仕様書について、競争性
が働くよう改善し、更なる経費の効率
化を図り、適正な予算執行に努める。

消防庁 一般会計

（項）消防防災体制等整備
費
　（大事項）消防防災体制
等の整備に必要な経費
  （大事項）消防防災体制
等の整備に係る技術研究開
発に必要な経費

- 148 - - - - - その他 ○

141
常備消防力の強化等地方公共団体における
消防防災体制の充実強化

昭和28年度 終了予定なし 1,687 1,551 1,492  外部有識者による点検対象外 現状通り
事業の効率的な予算執行に努め、引き続き
所要額を計上。

1,721 3,819 2,098 - 現状通り
事業の効率的な予算執行に努め、引き
続き所要額を計上。

消防庁 一般会計

（項）消防防災体制等整備
費
　（大事項）消防防災体制
等の整備に必要な経費
（項）消防庁施設費
　（大事項）消防庁施設整
備に必要な経費

- 149 - - - - - 平成２９年度対象 ○

142 消防団等地域防災力の充実強化 平成20年度 終了予定なし 1,826 1,327 1,111  外部有識者による点検対象外 現状通り
事業の効率的な予算執行に努め、引き続き
所要額を計上。

684 742 58 - 現状通り
事業の効率的な予算執行に努め、引き
続き所要額を計上。

消防庁 一般会計

（項）消防防災体制等整備
費
　（大事項）消防防災体制
等の整備に必要な経費

- 150 - - - - - 平成２６年度対象 　

143
Ｊアラートによる緊急情報の伝達体制の強
化

平成21年度 終了予定なし 327 327 292  外部有識者による点検対象外 現状通り
事業の効率的な予算執行に努め、引き続き
所要額を計上。

428 437 9 - 現状通り
事業の効率的な予算執行に努め、引き
続き所要額を計上。

消防庁 一般会計

（項）消防防災体制等整備
費
　（大事項）消防防災体制
等の整備に必要な経費

- 151 - - - - - 平成２９年度対象 ○

144 消防庁危機管理機能の充実・確保 平成19年度 終了予定なし 1,075 1,320 1,210 

 ①アウトカム成果目標として運用経費
削減目標だけが示されている。平成19年
度から実施されている本事業の目的及び
事業概要に即した成果目標及び成果指標
を速やかに明定し、本事業の成果の把握
と要改善点の検証を行う必要がある。
②「資金の流れ図」に関し、A一般競争
入札でも、B総合評価入札でも、一者入
札が非常に多い。一者応札の原因分析を
早急に行い、適切な契約執行の在り方に
ついて検討する必要がある。

事業内容の一部
改善

更なる経費の効率化を図り、適正な予算執
行に努めること。

1,137 844 ▲293 - 執行等改善

危機管理機能の充実を図るとともに、
情報システム等の効率化を推進する。
また、一者応札の原因分析を行い、適
正な契約執行に努める。

消防庁 一般会計

（項）消防防災体制等整備
費
　（大事項）消防防災体制
等の整備に必要な経費

- 152 - - - - - その他 ○

145 火災予防対策の推進 平成20年度 終了予定なし 88 73 63  外部有識者による点検対象外 現状通り
事業の効率的な予算執行に努め、引き続き
所要額を計上。

72 86 14 - 現状通り
事業の効率的な予算執行に努め、引き
続き所要額を計上。

消防庁 一般会計

（項）消防防災体制等整備
費
　（大事項）消防防災体制
等の整備に必要な経費

- 153 - - - - - 平成２７年度対象

146 危険物事故防止対策の推進 平成20年度 終了予定なし 65 65 47  外部有識者による点検対象外 現状通り
事業の効率的な予算執行に努め、引き続き
所要額を計上。

64 103 39 - 現状通り
事業の効率的な予算執行に努め、引き
続き所要額を計上。

消防庁 一般会計

（項）消防防災体制等整備
費
　（大事項）消防防災体制
等の整備に必要な経費
　（大事項）消防防災体制
等の整備に係る技術研究開
発に必要な経費

- 154 - - - - - 平成２９年度対象

147 コンビナート災害対策等の推進 平成20年度 終了予定なし 21 21 15  外部有識者による点検対象外 現状通り
事業の効率的な予算執行に努め、引き続き
所要額を計上。

17 17 - - 現状通り
事業の効率的な予算執行に努め、引き
続き所要額を計上。

消防庁 一般会計

（項）消防防災体制等整備
費
　（大事項）消防防災体制
等の整備に必要な経費

- 155 - - - - - 平成２８年度対象

148 消防防災分野の研究開発に必要な経費 平成15年度 終了予定なし 279 279 271  外部有識者による点検対象外 現状通り
事業の効率的な予算執行に努め、引き続き
所要額を計上。

306 558 252 - 現状通り
事業の効率的な予算執行に努め、引き
続き所要額を計上。

消防庁 一般会計

（項）消防防災体制等整備
費
　（大事項）消防防災体制
等の整備に必要な経費
  （大事項）消防防災体制
等の整備に係る技術研究開
発に必要な経費

- 156 - - - - - 平成２８年度対象

施策名：Ⅰ-１ 公害紛争の処理

149 公害紛争処理等に必要な経費 昭和47年度 終了予定なし 58 58 26 

 ①代替目標として示された「公害紛争
の迅速・適正な処理」に関して、公害紛
争事件の相談件数が迅速・適正処理にど
のように結びつくのか解りづらい。
②アウトプットに記載されている「受
付」、「終結」、「係属」の各状況を示
す係数相互の関係が解りにくい。係数相
互の関係が理解できるようにアウトプッ
トの表の工夫をされたい。
③「資金の流れ」に関して、「近年の騒
音問題の健康影響」に係る契約が一者入
札になっている原因を適切に分析して、
改善を図る必要がある。

事業内容の一部
改善

更なる経費の効率化を図り、適正な予算執
行に努めること。

59 59 - - 執行等改善

①公害紛争事件については、まず電話
等で相談に乗る形で相手方の要望を把
握し、実際に申請がされ、事件として
受け付けた場合、迅速・適正に手続を
実施し、終結に導くことが求められて
いる。したがって相談の実施は公害紛
争処理に係るステップの一部であり、
所見を踏まえ、今後は新たな代替指標
として、手続全体の処理状況を表すも
のを検討する。
②受付・係属・終結の各段階にある事
件数をアウトプットとして記載してい
る趣旨は、一般国民が、公害紛争の処
理状況の全体像を把握し、公害等調整
委員会による事件処理が滞りなく適正
に実施されているか、モニタリングす
ることを可能にするというものであ
る。所見を踏まえ、今後は受付（その
年度で新たな申請がなされた件数）・
係属（前年度からの繰り越し件数と受
付の件数の合計）・終結（紛争処理手
続を終えた件数）の各アウトプットの
説明を補足する等、よりわかりやすい
記載を検討する。
③所見を踏まえ、一者入札の原因分析
を実施し、入札の競争性の確保に一層
努めるとともに、更なる経費の効率化
を図り、適正な予算執行に努める。

公害等調整委員会
事務局

一般会計
（項）公害等調整委員会
（大事項）公害紛争処理等
に必要な経費

- 157 - - - - - その他

いずれの施策にも関連しないもの

150 国際行政学会等分担金 昭和29年度 終了予定なし 9 9 9  外部有識者による点検対象外 現状通り 引続き適正な予算執行に努めること 9 10 1 - 現状通り 引き続き適正な予算執行に努める。 行政管理局 一般会計
（項）総務本省共通費
　（大事項）国際会議等に
必要な経費

- 158 - - - - - 平成２９年度対象

151 国際統計協会分担金 明治32年度 終了予定なし 0.2 0.2 0.2 

 本分担金の事業目的の一つとされる
「わが国の統計に関する情報発信」につ
いては、アウトカム指標やアウトプット
から成果が把握できると考えられるが、
もう一つの目的とされる「最新の統計情
報の入手することにより、我が国の統計
の体系的整備に貢献」については、アウ
トカム、アウトプットのいずれの指標か
らも把握できない。後者の目的に係る成
果指標の工夫が求められる。

現状通り 引続き適正な予算執行に努めること 0.2 0 0 - 現状通り

入手した最新の統計情報は、統計の体
系的整備に資するべく資料にとりまと
め報告、還元しているところ、御指摘
の工夫について検討してまいりたい。

政策統括官（統計
基準担当）

一般会計
（項）総務本省共通費
　（大事項）国際会議等に
必要な経費

- 159 - - - - - その他

152 アジア地域行政会議等分担金 昭和35年度 終了予定なし 1 1 1  特に問題は無い。（北大路教授） 現状通り 引き続き適正な予算執行に努めること。 1 1 - - 現状通り 引き続き適正な予算執行に努める。 自治大学校 一般会計
（項）総務本省共通経費
　（大事項）国際会議等に
必要な経費

- 161 - - - - - その他

153
総務本省施設整備費（沿岸測定用簡易型鉄
塔施設）

平成21年度 終了予定なし 1 1 1  外部有識者による点検対象外
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執
行に努めること。

3 1 ▲2 - 現状通り
引き続き経費の効率化及び適正な予算
執行に努める。

総合通信基盤局 一般会計
（項）総務本省施設費
　（大事項）総務本省施設
整備に必要な経費

- 162 - - - - - 平成２９年度対象

134
恩給支給事業
(上段：恩給支給事務費、下段：恩給費)

明治８年度 終了予定なし
政策統括官（恩給
担当）

外部有識者による点検対象外
事業内容の一部
改善

更なる経費の効率化を図り、適正な予算執
行に努めること。

た。
・物件費については、恩給受給者の減
少を業務処理経費へ的確に反映するほ
か、必要経費の精査（システム機器賃
借料の縮減（恩給事務総合システム及
び恩給相談電話受付システムを引き続
き再リース）など）及び受給者の減少
等に即した簡易なシステムを構築、運
用するための経費の要求を行った。

- 142 -一般会計

　（大事項）恩給支給事務
に必要な経費
　（大事項）文官等に対す
る恩給支給に必要な経費
　（大事項）旧軍人遺族等
に対する恩給支給に必要な
経費

執行等改善 平成２７年度対象

7/8



様式１ 別添３

平成３０年度 平成３１年度

当初予算額 要求額

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ＝Ｃ ３つを超える場合３つ目
執行額

会計区分 項・事項 基金
所見の概要 反映内容

外部有識者点検対象
（公開プロセス含む）
※対象となる場合、理
由を記載

事業
番号

事　　業　　名
平成２９年度
補正後予算額

平成２９年度

反映額

事業開始
年度

事業終了
(予定)年度

担当部局庁
評価結果

執行
可能額

差引き
備　考

反映状況

外部有識者の所見

行政事業レビュー推進チームの所見

（単位：百万円）

委託
調査

補助
金等

平成２９年度レビューシート番号

１つ目 ２つ目

154
国立研究開発法人情報通信研究機構運営費
交付金

平成13年度 終了予定なし 33,397 33,397 33,397  外部有識者による点検対象外
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執
行に努めること。

28,027 29,549 1,522 - 執行等改善
現行中長期目標・中長期計画において
定めた運営費交付金の算定ルールに基
づいた業務の効率化等を図る。

国際戦略局 一般会計

（項）国立研究開発法人情
報通信研究機構運営費
　（大事項）国立研究開発
法人情報通信研究機構運営
費交付金に必要な経費

- 163 -
新
30

- 0007 - - - 平成２６年度対象

155
国立研究開発法人情報通信研究機構施設整
備費補助金

平成13年度 終了予定なし 43 43 43  外部有識者による点検対象外
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執
行に努めること。

108 108 - - 執行等改善
所見を踏まえ、引き続き複数者からの
見積り取得の徹底等、更なる経費の効
率化を実施。

国際戦略局 一般会計

（項）国立研究開発法人情
報通信研究機構施設整備費
　（大事項）国立研究開発
法人情報通信研究機構施設
整備に必要な経費

- 164 - - - - - 平成２９年度対象

156 独立行政法人統計センター運営事業 平成15年度 終了予定なし 7,672 7,672 7,672  平成30年度公開プロセス
事業内容の一部

改善
更なる経費の効率化を図り、適正な予算執
行に努めること。

7,576 8,524 948 - 現状通り

・統計情報の提供状況など、利用者目
線のアウトカムを設定（セグメントへ
の設定）する。
・生産性の比較やＩＣＴシステムの費
用対効果の把握法について、公表早期
化に伴う業務効率化や格付支援システ
ムの効果などを検討の上、可能なもの
から順次、行政事業レビューシートに
反映する。
・利用者目線のアウトカムを設定する
など、行政事業レビューシートにおい
て当センターの情報提供を行う。
・常勤役職員の削減や製表業務の効率
化等について、行政事業レビューシー
トに反映する。
・「統計改革推進会議最終取りまと
め」　（平成29年５月19日統計改革推
進会議決定）及び「公的統計の整備に
関する基本的な計画」（平成30年3月6
日閣議決定）に基づき、政府全体にお
ける情報提供機能強化への取り組みを
着実に実施する。
・当センターが求められる事業を着実
に実施するために必要な統計リソース
の確保に努め、事業を強力に推進す

統計局 一般会計

（項）独立行政法人統計セ
ンター運営費
　（大事項）独立行政法人
統計センター運営費交付金
に必要な経費

- 165 - - - - - その他

157 政党助成事務委託費 平成７年度 終了予定なし 24 24 22  特に問題は無い。（北大路教授） 現状通り 引き続き適正な予算執行に努めること。 24 24 - - 現状通り 引き続き適正な予算執行に努める。 自治行政局 一般会計
（項）政党助成費
　（大事項）政党助成に必
要な経費

- 166 - - - - - その他

158 四国総合通信局新営工事 平成28年度 平成30年度 917 201 149  特に問題は無い。（北大路教授） 終了予定
平成30年度をもって事業終了。更なる経費
の効率化を図り、適正な予算執行に努める
こと。

 - - - - 予定通り終了 引き続き適正な予算執行に努める。 四国総合通信局 一般会計
（項）総務本省施設費
　（大事項）総務本省施設
整備に必要な経費

- 167 - - - - - 最終実施年度

- - - - - -
- - - - - -
- - - - - -

570,763 562,726 532,795 446,414 440,407 ▲6,185 ▲281 

16,043,611 15,685,569 15,692,728 15,645,927 15,944,003 298,076 

255,849 261,159 257,592 325,215 - ▲325,215 

52,081,674 52,424,669 51,780,146 51,711,429 51,029,998 ▲681,431 

16,614,374 16,248,295 16,225,523 16,092,341 16,384,410 292,069 

255,849 261,159 257,592 325,215 - ▲325,215 

52,081,674 52,424,669 51,780,146 51,711,429 51,029,998 ▲681,431 

注１．　該当がない場合は「－」を記載し、負の数値を記載する場合は「▲」を使用する。

注２．「執行可能額」とは、補正後予算額から繰越額、移流用額、予備費等を加除した計数である。

注３．「反映内容」欄の「廃止」、「縮減」、「執行等改善」、「年度内に改善を検討」、「予定通り終了」、「現状通り」の考え方については、次のとおりである。

　　　　「廃止」：平成30年度の点検の結果、事業を廃止し平成31年度予算概算要求において予算要求を行わないもの（前年度終了事業等は含まない。）

　　　　「縮減」：平成30年度の点検の結果、見直しが行われ平成31年度予算概算要求において何らかの削減を行うもの（事業の見直しを行い、部分的に予算の縮減を行うものの、事業全体としては概算要求額が増加する場合も含む。）

　　　　「執行等改善」：平成30年度の点検の結果、平成31年度予算概算要求の金額に反映は行わないものの、明確な廃止年限の設定や執行等の改善を行うもの（概算要求時点で「改善事項を実施済み」又は「具体的な改善事項を意思決定済み」となるものに限る。）

　　　　「年度内に改善を検討」：平成30年度の点検の結果、平成31年度予算概算要求の金額に反映は行わないものの、平成30年度末までに執行等の改善を検討しているもの（概算要求時点で「改善事項を実施済み」又は「具体的な改善事項を意思決定済み」となるものは含まない。）

　　　　「予定通り終了」：前年度終了事業等であって、予定通り事業を終了し平成31年度予算概算要求において予算要求しないもの。

　　　　「現状通り」：平成30年度の点検の結果、平成31年度予算概算要求の金額に反映すべき点及び執行等で改善すべき点がないもの（廃止、縮減、執行等改善、年度内に改善を検討及び予定通り終了以外のもの）

注４．予備費を使用した場合は「備考」欄にその旨を記載するとともに、金額を記載すること。

　　　　「前年度新規」：前年度に新規に開始したもの。

　　　　「最終実施年度」：当該年度が事業の最終実施年度又は最終目標年度に当たるもの。

　　　　「行革推進会議」：前年のレビューの取組の中で行政改革推進会議による意見の対象となったもの。

　　　  「継続の是非」：翌年度予算の概算要求に向けて事業の継続の是非等を判断する必要があるもの。

　　　　「その他」：上記の基準には該当しないが、行政事業レビュー推進チームが選定したもの。

注５．「外部有識者点検対象」欄については、平成30年度行政事業レビューの取組において外部有識者の点検を受ける場合は下記の基準に基づき、「前年度新規」、「最終実施年度」、「行革推進会議」、「継続の是非」、「その他」のいずれかの選択理由を記載（行政事業レビュー実施要領第２部２（３）を参照）し、平成２６年度、平成２７年度、平成２８年度又は平成２９年度の行政事業レビューの取組において外部有識者の点検を受けたものは、それぞれ「平成２６年度対象」、「平成２７年度対象」、「平成２８年
度対象」、「平成２９年度対象」と記載する。なお、平成３０年度に外部有識者の点検を受ける事業について、平成２６年度、平成２７年度、平成２８年度又は平成２９年度にも点検を受けている場合には、選択理由のみを記載する（「前年度新規」、「最終実施年度」、「行革推進会議」、「継続の是非」、「その他」のいずれかを記載）。

東日本大震災復興特別会計

交付税及び譲与税配付金特別会計

合　　　　　計

一般会計

行政事業レビュー対象　計

行政事業レビュー対象外　計

交付税及び譲与税配付金特別会計

一般会計

一般会計

東日本大震災復興特別会計

8/8



様式２

平成３０年度新規事業

総務省

３つを超える場合

施策名：Ⅱ-１ 分権型社会にふさわしい地方行政体制整備等

0001 会計年度任用職員制度の円滑な制度導入に向けた支援事業 23 
事業の目的の達成に向け、適正な予算執行に努める
こと。

12 自治行政局 一般会計
（項）地方行政制度整備費
　（大事項）地方行政制度の整備に必要な
経費

新
30

- 0001 -
新
30

- -
新
30

- -

0002 被災市区町村応援職員確保システム構築事業 22 
事業の目的の達成に向け、適正な予算執行に努める
こと。

21 
「新しい日本のための優先課題
推進枠」
21百万円

自治行政局 一般会計
（項）地方行政制度整備費
　（大事項）地方行政制度の整備に必要な
経費

新
30

- 0002 -
新
30

- -
新
30

- -

0003 高齢地方公務員の活用方策等研究会事業 3 
事業の目的の達成に向け、適正な予算執行に努める
こと。

3 自治行政局 一般会計
（項）地方行政制度整備費
　（大事項）地方行政制度の整備に必要な
経費

新
30

- 0003 -
新
30

- -
新
30

- -

施策名：Ⅱ-２ 地域振興（地域力創造） 　

0004 中南米日系社会と国内自治体との連携促進事業 30 
事業の目的の達成に向け、適正な予算執行に努める
こと。

30 
「新しい日本のための優先課題
推進枠」
30百万円

自治行政局 一般会計
（項）地域振興費
　（大事項）地域振興に必要な経費

新
30

- 0004 -
新
30

- -
新
30

- - ○

施策名：Ⅳ 電子政府・電子自治体の推進 　

0005
社会保障・税番号制度システム開発等委託費
（電子証明書のスマートフォンへの格納に要する経費）

79 
事業の目的の達成に向け、適正な予算執行に努める
こと。

175 
「新しい日本のための優先課題
推進枠」
175百万円

自治行政局 一般会計
（項）電子政府・電子自治体推進費
　（大事項）電子政府・電子自治体の推進
に必要な経費

新
30

- 0006 -
新
30

- -
新
30

- - ○

施策名：Ⅴ-１ 情報通信技術の研究開発・標準化の推進 　

0006 IoTセキュリティ総合対策の推進 599 
事業の目的の達成に向け、適正な予算執行に努める
こと。

- 
サイバーセキュリティ
統括官

一般会計
（項）情報通信技術研究開発推進費
　（大事項）情報通信技術の研究開発の推
進に必要な経費

新
30

- 0008 -
新
30

- -
新
30

- -

0007 衛星通信における量子暗号技術の研究開発 310 
事業の目的の達成に向け、適正な予算執行に努める
こと。

350 
「新しい日本のための優先課題
推進枠」350百万円

国際戦略局 一般会計
（項）情報通信技術研究開発推進費
　（大事項）情報通信技術の研究開発の推
進に必要な経費

新
30

- 0009 -
新
30

- -
新
30

- -

0008 革新的AIネットワーク統合基盤技術の研究開発 542 
事業の目的の達成に向け、適正な予算執行に努める
こと。

700 
「新しい日本のための優先課題
推進枠」700百万円

総合通信基盤局 一般会計
（項）情報通信技術研究開発推進費
　（大事項）情報通信技術の研究開発の推
進に必要な経費

新
30

- 0010 -
新
30

- -
新
30

- -

0009 新たな社会インフラを担う革新的光ネットワーク技術の研究開発 953 
事業の目的の達成に向け、適正な予算執行に努める
こと。

1,100 
「新しい日本のための優先課題
推進枠」1,100百万円

国際戦略局
総合通信基盤局

一般会計
（項）情報通信技術研究開発推進費
　（大事項）情報通信技術分野の技術戦略
に必要な経費

新
30

- 0011 -
新
30

- -
新
30

- -

0010 高度対話エージェント技術の研究開発・実証 200 
事業の目的の達成に向け、適正な予算執行に努める
こと。

240 

平成29年秋の年次公開検証（秋
のレビュー）
「新しい日本のための優先課題
推進枠」240百万円

国際戦略局 一般会計
（項）情報通信技術研究開発推進費
　（大事項）情報通信技術分野の技術戦略
に必要な経費

新
30

- 0012 -
新
30

- -
新
30

- -

施策名：Ⅴ-２ 情報通信技術高度利活用の推進 　

0011 地域におけるIoTの学び推進事業 150 
事業の目的の達成に向け、適正な予算執行に努める
こと。

380 

平成31年度事業名：地域ICTクラ
ブ普及推進事業」
「新しい日本のための優先課題
推進枠」380百万円

情報流通行政局 一般会計
（項）情報通信技術高度利活用推進費
　（大事項）情報通信技術の利活用高度化
に必要な経費

新
30

- 0013 -
新
30

- -
新
30

- -

0012 視聴覚障害者等のための放送視聴支援事業 30 
事業の目的の達成に向け、適正な予算執行に努める
こと。

80 情報流通行政局 一般会計
（項）情報通信技術高度利活用推進費
　（大事項）情報通信技術の利活用高度化
に必要な経費

新
30

- 0014 -
新
30

- -
新
30

- - ○

0013 オープンデータ・テストベッド整備等事業 320 
事業の目的の達成に向け、適正な予算執行に努める
こと。

450 

平成31年度事業名：地域オープ
ンデータ推進事業
「新しい日本のための優先課題
推進枠」450百万円

情報流通行政局 一般会計
（項）情報通信技術高度利活用推進費
　（大事項）情報通信技術の利活用高度化
に必要な経費

新
30

- 0015 -
新
30

- -
新
30

- -

0014 放送コンテンツ海外展開強化事業 351 
事業の目的の達成に向け、適正な予算執行に努める
こと。

1,999 
「新しい日本のための優先課題
推進枠」1,999百万円

情報流通行政局 一般会計
（項）情報通信技術高度利活用推進費
　（大事項）情報通信技術の利活用高度化
に必要な経費

新
30

- 0016 -
新
30

- -
新
30

- - ○

0015 ブロックチェーン利活用推進事業 120 
事業の目的の達成に向け、適正な予算執行に努める
こと。

200 
「新しい日本のための優先課題
推進枠」200百万円

情報流通行政局 一般会計
（項）情報通信技術高度利活用推進費
　（大事項）情報通信技術の利活用高度化
に必要な経費

新
30

- 0017 -
新
30

- -
新
30

- -

0016 情報信託機能活用促進事業 327 
事業の目的の達成に向け、適正な予算執行に努める
こと。

300 
「新しい日本のための優先課題
推進枠」300百万円

情報流通行政局 一般会計
（項）情報通信技術高度利活用推進費
　（大事項）情報通信技術の利活用高度化
に必要な経費

新
30

- 0019 -
新
30

- -
新
30

- - ○

0017 地域IoT実装総合支援パッケージ施策 460 
事業の目的の達成に向け、適正な予算執行に努める
こと。

450 

平成29年秋の年次公開検証（秋
のレビュー）
「新しい日本のための優先課題
推進枠」450百万円
平成31年度事業名：地域IoT実装
総合支援施策

情報流通行政局 一般会計
（項）情報通信技術高度利活用推進費
　（大事項）情報通信技術の利活用高度化
に必要な経費

新
30

- 0020 -
新
30

- -
新
30

- - ○ ○

いずれの施策にも関連しないもの 　

0018 情報通信政策研究所オイルタンク増設工事 3 
事業の目的の達成に向け、適正な予算執行に努める
こと。

- 情報通信政策研究所 一般会計
（項）総務本省施設費
　（大事項）総務本省施設整備に必要な経
費

新
30

- 0022 -
新
30

- -
新
30

- -

- -
新
30

- -
新
30

- -

- -
新
30

- -
新
30

- -

4,522       一般会計 6,490          

（単位：百万円）

基金
委託
調査

補助
金等

平成２９年度レビューシート番号

１つ目 ２つ目 ３つ目

担当部局庁

合　　　　　計

事業
番号

事　　業　　名
平成３０年度
当初予算額

行政事業レビュー推進チームの所見
（概要）

平成３１年度
要求額

備　　考 会計区分 項・事項

002718
テキストボックス
資料２－３



様式３

平成３１年度新規要求事業

総務省
（単位：百万円）

施策名：Ⅱ－１　分権型社会にふさわしい地方行政体制整備等

0001 自治体行政スマートプロジェクト
事業の目的の達成に向け、適切な目標を設定し、
適正な予算執行となるよう努めるこ
と。

242 
「新しい日本のための優先課題推進枠」
242百万円

自治行政局 一般会計
（項）地方行政制度整備費

　（大事項）地方行政制度の整備に必要な経
費

3_a_1

施策名：Ⅲ　選挙制度等の適切な運用

0002 参議院議員通常選挙に必要な経費
事業の目的の達成に向け、適切な目標を設定し、
適正な予算執行となるよう努めるこ
と。

57,096 自治行政局 一般会計
（項）選挙制度等整備費

　（大事項）選挙制度等の整備に必要な経費
8_6

0003
ICTの利活用による投票環境向上に係る調査研究・政見放送手
話通訳士研修会の事務委託事業

事業の目的の達成に向け、適切な目標を設定し、
適正な予算執行となるよう努めるこ
と。

23 自治行政局 一般会計
（項）選挙制度等整備費

　（大事項）選挙制度等の整備に必要な経費
3_c4_2_b_3_1

施策名：Ⅳ　電子政府・電子自治体の推進

0004 国民投票制度にかかる投開票速報システム改修に要する経費
事業の目的の達成に向け、適切な目標を設定し、
適正な予算執行となるよう努めるこ
と。

11 自治行政局 一般会計
（項）電子政府・電子自治体推進費

　（大事項）電子政府・電子自治体の推進に
必要な経費

8_6

0005 在外選挙人の投票環境の向上のための調査・検証事業
事業の目的の達成に向け、適切な目標を設定し、
適正な予算執行となるよう努めるこ
と。

324 
「新しい日本のための優先課題推進枠」
324百万円

自治行政局 一般会計
（項）電子政府・電子自治体推進費

　（大事項）電子政府・電子自治体の推進に
必要な経費

3_a_1

施策名：Ⅴ－１　情報通信技術の研究開発・標準化の推進

0006 新たな脳情報通信技術の研究開発及び社会実装
事業の目的の達成に向け、適切な目標を設定し、
適正な予算執行となるよう努めるこ
と。

210 「新しい日本のための優先課題推進枠」210百万円 国際戦略局 一般会計
（項）情報通信技術研究開発推進費
　（大事項）情報通信技術の研究開発の推進
に必要な経費

○ ○ _b_3_2

施策名：Ⅴ－２　情報通信技術高度利活用の推進

0007 モバイル決済モデル推進事業
事業の目的の達成に向け、適切な目標を設定し、
適正な予算執行となるよう努めるこ
と。

450 「新しい日本のための優先課題推進枠」450百万円 情報流通行政局 一般会計
（項）情報通信技術高度利活用推進費
　（大事項）情報通信技術の利活用高度化に
必要な経費

○ 3_c4_1

0008 電子委任状利用促進事業
事業の目的の達成に向け、適切な目標を設定し、
適正な予算執行となるよう努めるこ
と。

200 「新しい日本のための優先課題推進枠」200百万円 情報流通行政局 一般会計
（項）情報通信技術高度利活用推進費
　（大事項）情報通信技術の利活用高度化に
必要な経費

○ 3_c4_1

0009 革新的ビッグデータ処理技術導入推進事業
事業の目的の達成に向け、適切な目標を設定し、
適正な予算執行となるよう努めるこ
と。

500 「新しい日本のための優先課題推進枠」500百万円 情報流通行政局 一般会計
（項）情報通信技術高度利活用推進費
　（大事項）情報通信技術の利活用高度化に
必要な経費

○ ○ 3_c2_1

0010 地域AI活用普及推進事業

事業の目的の達成に向け、適切な目標を設定し、
適正な予算執行となるよう努めるこ
と。

400 「新しい日本のための優先課題推進枠」400百万円 情報流通行政局 一般会計
（項）情報通信技術高度利活用推進費
　（大事項）情報通信技術の利活用高度化に
必要な経費

○ 2_a_1

0011 テレワーク普及展開推進事業
事業の目的の達成に向け、適切な目標を設定し、
適正な予算執行となるよう努めるこ
と。

600 情報流通行政局 一般会計
（項）情報通信技術高度利活用推進費
　（大事項）情報通信技術の利活用高度化に
必要な経費

○ ○ 3_c3_1

0012 障害者・高齢者のためのインクルーシブ社会推進事業
事業の目的の達成に向け、適切な目標を設定し、
適正な予算執行となるよう努めるこ
と。

350 情報流通行政局 一般会計
（項）情報通信技術高度利活用推進費
　（大事項）情報通信技術の利活用高度化に
必要な経費

○ 2_b_1__b_1_7

0013 ＡＩネットワーク化の進展等に関する調査研究
事業の目的の達成に向け、適切な目標を設定し、
適正な予算執行となるよう努めるこ
と。

50 -
情報通信政策研究
所

一般会計
（項）情報通信技術高度利活用推進費
　（大事項）情報通信技術の利活用高度化に
必要な経費

○ 　 _b_2__d4_1_7

0014 データ利活用による放送サービス高度化推進事業
事業の目的の達成に向け、適切な目標を設定し、
適正な予算執行となるよう努めるこ
と。

49 「新しい日本のための優先課題推進枠」49百万円 情報流通行政局 一般会計
（項）情報通信技術高度利活用推進費
　（大事項）情報通信技術の利活用高度化に
必要な経費

　 3_c2_1

0015 サイバーセキュリティ情報共有推進事業
事業の目的の達成に向け、適切な目標を設定し、
適正な予算執行となるよう努めるこ
と。

500 「新しい日本のための優先課題推進枠」500百万円
サイバーセキュリ
ティ統括官

一般会計
（項）情報通信技術高度利活用推進費
　（大事項）情報通信技術の利活用高度化に
必要な経費

○ 1_b_2_2

0016 諸外国におけるサイバーセキュリティ動向の調査研究
事業の目的の達成に向け、適切な目標を設定し、
適正な予算執行となるよう努めるこ
と。

50 
サイバーセキュリ
ティ統括官

一般会計
（項）情報通信技術高度利活用推進費
　（大事項）情報通信技術の利活用高度化に
必要な経費

○ 1_b_3_6

施策名：Ⅴ－３　放送分野における利用環境の整備

0017 放送コンテンツ製作取引における相談・紛争解決促進事業
事業の目的の達成に向け、適切な目標を設定し、
適正な予算執行となるよう努めること。 30 「新しい日本のための優先課題推進枠」30百万円 情報流通行政局 一般会計

（項）情報通信技術利用環境整備費
　（大事項）情報通信技術の利用環境整備に
必要な経費

○ 1_b_2_6

施策名：Ⅴ－４　情報通信技術利用環境の整備

0018 IPv6導入に向けた調査・実証
事業の目的の達成に向け、適切な目標を設定し、
適正な予算執行となるよう努めること。 95 「新しい日本のための優先課題推進枠」95百万円 総合通信基盤局 一般会計

（項）情報通信技術利用環境整備費
　（大事項）情報通信技術の利用環境整備に
必要な経費

○ 3_a_1

施策名：Ⅴ－５　電波利用料財源による電波監視等の実施

異システム間の周波数共用技術の高度化 事項要求 総合通信基盤局 一般会計
（項）電波利用料財源電波監視等実施費
　（大事項）電波利用料財源電波監視等の実
施に必要な経費

0019 公共安全LTEの実現に向けた調査検討
事業の目的の達成に向け、適切な目標を設定し、
適正な予算執行となるよう努めるこ
と。

1,250 総合通信基盤局 一般会計
（項）電波利用料財源電波監視等実施費
　（大事項）電波利用料財源電波監視等の実
施に必要な経費

2_a_1

0020 電波伝搬の観測・分析等の推進
事業の目的の達成に向け、適切な目標を設定し、
適正な予算執行となるよう努めるこ
と。

300 国際戦略局 一般会計
（項）電波利用料財源電波監視等実施費
  （大事項）電波利用料財源電波利用技術の
研究開発等に必要な経費

○ 2_c_4

0021
無線システム普及支援事業（公共用無線局の周波数有効利用促
進事業）

事業の目的の達成に向け、適切な目標を設定し、
適正な予算執行となるよう努めるこ
と。

800 総合通信基盤局 一般会計
（項）電波利用料財源電波監視等実施費
　（大事項）電波利用料財源電波監視等の実
施に必要な経費

○ 3_c4_4

科学技術関係予算の集計に
向けた分類番号案

項・事項 基金
補助
金等

委託
調査会計区分

事業
番号

事　　業　　名 担当部局庁
行政事業レビュー推進チームの所見

（概要）
備　　考

平成３１年度
要求額

1/2

002718
テキストボックス
資料２－４



様式３

（単位：百万円）

科学技術関係予算の集計に
向けた分類番号案

項・事項 基金
補助
金等

委託
調査会計区分

事業
番号

事　　業　　名 担当部局庁
行政事業レビュー推進チームの所見

（概要）
備　　考

平成３１年度
要求額

0022 無線システム普及支援事業（高度無線環境整備推進事業）
事業の目的の達成に向け、適切な目標を設定し、
適正な予算執行となるよう努めるこ
と。

5,899 
「新しい日本のための優先課題推進枠」5,899百万
円

総合通信基盤局 一般会計
（項）電波利用料財源電波監視等実施費
　（大事項）電波利用料財源電波監視等の実
施に必要な経費

○ 4_a4_2

0023
無線システム普及支援事業（地上基幹放送等に関する耐災害性
強化支援事業）

事業の目的の達成に向け、適切な目標を設定し、
適正な予算執行となるよう努めるこ
と。

1,250 情報流通行政局 一般会計
（項）電波利用料財源電波監視等実施費
　（大事項）電波利用料財源電波監視等の実
施に必要な経費

○ 4_a4_2

0024 IoTの安心・安全かつ適正な利用環境の構築
事業の目的の達成に向け、適切な目標を設定し、
適正な予算執行となるよう努めるこ
と。

2,000 
サイバーセキュリ
ティ統括官
情報流通行政局

一般会計
（項）電波利用料財源電波監視等実施費
　（大事項）電波利用料財源電波監視等の実
施に必要な経費

○ ○ 3_b_25_a2_1

５Ｇ導入に向けた電波の利用状況調査 事項要求 総合通信基盤局 一般会計
（項）電波利用料財源電波監視等実施費
　（大事項）電波利用料財源電波監視等の実
施に必要な経費

施策名：Ⅴ－６　ＩＣＴ分野における国際戦略の推進

0025 G20貿易・デジタル経済大臣会合開催経費
事業の目的の達成に向け、適切な目標を設定し、
適正な予算執行となるよう努めるこ
と。

179 国際戦略局 一般会計
（項）情報通信国際戦略推進費
（大事項）情報通信技術の国際戦略に必要な
経費

5_d2_1

施策名：Ⅵ　郵政行政の推進

0026 ＡＰＰＵ（アジア＝太平洋郵便連合）執行理事会の開催

事業の目的の達成に向け、適切な目標を設定し、
適正な予算執行となるよう努めるこ
と。 35 情報流通行政局 一般会計

（項）郵政行政推進費
（大事項）郵政行政の推進に必要な経費
（中事項）国際機関への貢献
（小事項）APPU執行理事会の開催
（目）庁費

5_b4_2

0027 郵便局活性化推進事業（郵便局×地方自治体等×ＩＣＴ）

事業の目的の達成に向け、適切な目標を設定し、
適正な予算執行となるよう努めるこ
と。

150 「新しい日本のための優先課題推進枠」150百万円 情報流通行政局 一般会計

（項）郵政行政推進費
（大事項）郵政行政の推進に必要な経費
（中事項）郵政行政の確実な推進
（小事項）郵便局活性化推進事業（郵便局×
地方自治体等×ICT）
（目）郵政行政推進調査費

3_c2_1

一般会計 73,043       
合　　　　　計

2/2



様式４

総務省

平成３０年度 平成３１年度

当初予算額 要求額

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ＝Ｃ

019 135 135 106 事業内容の一部改善

・地域おこし協力隊の本体事業（特別交付税
措置がなされている事業）についてもアウト
カムを明確化すべき。
・本事業を構成する各事業の目的を明確にす
べき。
・本事業のアウトカムの協力隊員数はアウト
プットに近い。（本体事業のレビューシート
がなく、アウトカムを設定していない以
上、）定住、起業、中途終了などのアウトカ
ムを設定すべき。
・サミット、研修などの効果を把握したうえ
で、別のより効果的な事業も検討すべき。
・１０年の節目を迎えて、本体事業とともに
ゴール設定、事業内容の再検討をすべき。

135 204 69 - 執行等改善

・各事業の目的を明確にした上で、
「受入可能自治体に対する受入自治
体の割合」など、成果が更に把握で
きるようなアウトカムを設定し、制
度の充実に向けた事業内容等につい
ても年度内に必要な検討を行う。
・サミット、各種研修後にアンケー
ト調査等で事業効果のフォローアッ
プを行い、より効果的な事業となる
ように検討していく。
・今年は、地域おこし協力隊制度創
設から10年目を迎えることから、地
方公共団体から課題等を聞き取るほ
か、年内に有識者等による検討を行
を行う。

114 561 561 530 事業内容の一部改善

・調達の競争性向上とコスト管理の改善が必
要である。
・利用者サイドから見たアウトカム設定の検
討が必要である。

571 560 ▲11 - 執行等改善

・民間企業の調達手続への参加機会
を増加させるため、 本事業に係る
翌年度の設備更新予定を翌年度予算
の政府案が閣議決定 された後に
NICTのホームページに掲載すること
とする。また、コスト管理を改善す
るため、設備投資費と設備保守等の
運用費を区分して管理することとす
る。
・利用者が標準電波を受信した際の
周波数偏差（受信側の周波数安定
度） についてアウトカム設定の検
討を行う。

156 7,672 7,672 7,672 事業内容の一部改善

・利用者目線のアウトカム（利用者、アクセ
ス数、データ提供速度など）を設定すべき。
セグメント毎のアウトカムも必要。
・効率性の把握法をさらに検討すべき。類似
業務を行う者、海外の機関などとの生産性比
較を検討して欲しい。ＩＣＴシステムの費用
対効果の把握も必要。
・当センターの社会貢献をわかりやすく情報
提供すべき。
・効率化を進めていることが行政事業レ
ビューシートに反映されるべき。
・政策分析（ＥＢＰＭ）に資する取り組みを
強化して欲しい。
・当センターの事業は、国民生活に重要な意
義を有することから、対象事業を有益な方向
へ強力に推進すべき。

7,576 8,524 948 - 現状通り

・統計情報の提供状況など、利用者目線のアウ
トカムを設定（セグメントへの設定）する。
・生産性の比較やＩＣＴシステムの費用対効果
の把握法について、公表早期化に伴う業務効率
化や格付支援システムの効果などを検討の上、
可能なものから順次、行政事業レビューシート
に反映する。
・利用者目線のアウトカムを設定するなど、行
政事業レビューシートにおいて当センターの情
報提供を行う。
・常勤役職員の削減や製表業務の効率化等につ
いて、行政事業レビューシートに反映する。
・「統計改革推進会議最終取りまとめ」　（平
成29年５月19日統計改革推進会議決定）及び
「公的統計の整備に関する基本的な計画」（平
成30年3月6日閣議決定）に基づき、政府全体に
おける情報提供機能強化への取り組みを着実に
実施する。
・当センターが求められる事業を着実に実施す
るために必要な統計リソースの確保に努め、事
業を強力に推進する。

注１．　該当がない場合は「－」を記載し、負の数値を記載する場合は「▲」を使用する。

注２．「執行可能額」とは、補正後予算額から繰越額、移流用額、予備費等を加除した計数である。

注３．「反映内容」欄の「廃止」、「縮減」、「執行等改善」、「予定通り終了」、「現状通り」の考え方については、次のとおりである。

　　　　「廃止」：平成30年度の点検の結果、事業を廃止し平成31年度予算概算要求において予算要求を行わないもの（前年度終了事業等は含まない。）

　　　　「縮減」：平成30年度の点検の結果、見直しが行われ平成31年度予算概算要求において何らかの削減を行うもの（事業の見直しを行い、部分的に予算の縮減を行うものの、事業全体としては概算要求額が増加する場合も含む。）

　　　　「執行等改善」：平成30年度の点検の結果、平成31年度予算概算要求の金額に反映は行わないものの、明確な廃止年限の設定や執行等の改善を行うもの（概算要求時点で「改善事項を実施済み」又は「具体的な改善事項を意思決定済み」となるものに限る。）

　　　　「年度内に改善を検討」：平成30年度の点検の結果、平成30年度予算概算要求の金額に反映は行わないものの、平成30年度末までに執行等の改善を検討しているもの（概算要求時点で「改善事項を実施済み」又は「具体的な改善事項を意思決定済み」となるものは含まない。）

　　　　「予定通り終了」：前年度終了事業等であって、予定通り事業を終了し平成31年度予算概算要求において予算要求しないもの。

　　　　「現状通り」：平成30年度の点検の結果、平成31年度予算概算要求の金額に反映すべき点及び執行等で改善すべき点がないもの（廃止、縮減、執行等改善、年度内に改善を検討及び予定通り終了以外のもの）

合　　　　　計

執行可能額 執行額
事　　業　　名

地域おこし協力隊の推進に要する
経費

標準電波による無線局への高精度
周波数の提供

独立行政法人統計センター運営事
業

公開プロセス結果の平成３１年度予算概算要求への反映状況

事
業
番
号

平成２９年度
補正後予算額

平成２９年度
差引き

反映状況

（単位：百万円）

備　考

公開プロセス

取りまとめコメント（概要）評価結果 反映額 反映内容
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様式５

(単位：事業、百万円）

事業数 反映額 事業数 反映額 事業数 反映額 事業数 反映額 事業数 反映額 事業数 反映額 事業数 反映額 事業数 反映額

注１．　該当がない場合は「－」を記載し、負の数値を記載する場合は「▲」を使用する。

注２．「行政事業レビュー対象事業数」は、平成２９年度に実施した事業数であり、平成３０年度から開始された事業（平成３０年度新規事業）及び平成３１年度予算概算要求において新規に要求する事業（平成３１年度新規要求事業）は含まれない。

注３．「廃止」、「縮減」及び「執行等改善」の考え方については、次のとおりである。

　　　　「廃止」：平成30年度の点検の結果、事業を廃止し平成31年度予算概算要求において予算要求を行わないもの（前年度終了事業等は含まない。）

　　　　「縮減」：平成30年度の点検の結果、見直しが行われ平成31年度予算概算要求において何らかの削減を行うもの（事業の見直しを行い、部分的に予算の縮減を行うものの、事業全体としては概算要求額が増加する場合も含む。）

　　　　「執行等改善」：平成30年度の点検の結果、平成31年度予算概算要求の金額に反映は行わないものの、明確な廃止年限の設定や執行等の改善を行うもの

　　　　　　　　　　　（概算要求時点で「改善事項を実施済み」又は「具体的な改善事項を意思決定済み」となるものに限る。）

　　　　一般会計と特別会計のそれぞれの事業数を合計した数が「一般会計＋特別会計」欄の事業数と合わない場合がある。

▲281 

注４．　一般会計と特別会計の両会計から構成される事業については、一般会計及び特別会計ともに記入すること。事業によっては、一般会計と特別会計の両会計から構成されているものがあり、

- - - 総 務 省 158 - - 4 

「縮減」 ｢廃止｣「縮減｣計 「廃止」（参考）
31年度
要求額

「執行等
改善」
事業数

平成29年度
実施事業数

注５．「(参考)31年度要求額」は、行政事業レビューシートの作成・公表の対象となる事業（平成29年度実施事業、平成30年度新規事業、平成31年度新規要求事業）の要求合計額である。

- - - 51,029,998 - - - 4 16,463,943 ▲281 ▲281 - 4 158 99 

「縮減」

4 

行政事業レビュー点検結果の平成３１年度予算概算要求への反映状況（集計表）

所　管

一般会計　＋　特別会計 一　　　般　　　会　　　計 特　　　別　　　会　　　計

｢廃止｣｢縮減｣計
平成29年度
実施事業数

｢廃止｣ 「執行等
改善」
事業数

（参考）
31年度
要求額

「縮減」
平成29年度
実施事業数

「執行等
改善」
事業数

「廃止」
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　　　　　様式６  

総務省

（単位：百万円）

0001
一般会計
　総務本省

（項）総務本省共通費
　（大事項）総務本省一般行政に必要な経
費

－ 386,652 38,652 36,852 39,893 40,545 対象外指定経費 官房会計課 - 政策評価対象外

0002
一般会計
　総務本省

（項）総務本省共通費
　（大事項）審議会等に必要な経費

－ 275 275 196 288 284 類似経費（４） 官房会計課 - 政策評価対象外

0003
一般会計
　総務本省

（項）総務本省共通費
　（大事項）国際会議等に必要な経費

－ 312 312 259 298 298 類似経費（５） 官房会計課 - 政策評価対象外

0004
一般会計
　総務本省

（項）総務本省共通費
　（大事項）自治大学校に必要な経費

－ 509 509 501 522 576 対象外指定経費 自治大学校 - 政策評価対象外

0005
一般会計
　総務本省

（項）総務本省共通費
　（大事項）情報通信政策研究所に必要な
経費

－ 175 175 164 176 201 対象外指定経費 官房会計課 - 政策評価対象外

0006
一般会計
　総務本省

（項）総務本省施設費
　（大事項）総務本省施設整備に必要な経
費

－ 235 193 192 359 358 類似経費（２） 官房会計課 -

一般会計
　総務本省

（項）地方交付税交付金
　（大事項）地方交付税交付金財源の交付
税及び譲与税配付金特別会計へ繰入れに必
要な経費

15,434,304 15,424,304 15,434,304 15,360,581 
 15,639,837
＋事項要求

東日本大震災復
興特別会計
　総務本省

（項）地方交付税交付金
　（大事項）地方交付税交付金財源の交付
税及び譲与税配付金特別会計へ繰入れに必
要な経費

255,849 261,159 257,592 325,215 事項要求

0008
一般会計
　総務本省

（項）電波利用料財源電波監視等実施費
　（大事項）電波利用料財源電波監視等の
実施に必要な経費

電波利用料に係る制度の企画又は立案等に必要な経費 1,496 1,496 1,290 1,716 2,049 類似経費（５） 総合通信基盤局 Ⅴ-5
電波利用料財源電波監視等の実

施

0009
一般会計
　総務本省

（項）地方特例交付金
　（大事項）地方特例交付金財源の交付税
及び譲与税配付金特別会計へ繰入れに必要
な経費

－ 132,800 132,800 132,800 154,400 171,300 
地方交付税と同様、使途制限のない一般財源として交付する
地方財源であるため

自治財政局 Ⅶ-4
地域主権型社会の確率に向けた
地方財源の確保と地方財政の健

全化

0010
一般会計
　総務本省

（項）政党助成費
　（大事項）政党助成に必要な経費

政党交付金 31,774 31,774 31,774 31,774 31,774 

・政党の政治活動の自由と密接に関連する経費であり、その
あり方については、各党各会派で議論すべきものであるため
・法により、毎年度の交付総額が定められた使途制限のない
経費であり、かつ、使途の報告及び報告書の公表・閲覧が義
務付けられている経費であるため

自治行政局 - 政策評価対象外

0011
一般会計
　総務本省

（項）国有提供施設等所在市町村助成交付
金
 （大事項）国有提供施設等所在市町村助成
交付金に必要な経費

国有提供施設等所在市町村助成交付金に必要な経費 28,340 28,340 28,340 28,340 29,140 
固定資産税の代替的性格を有し、使途制限のない一般財源と
して交付する地方財源であるため

自治税務局 - 政策評価対象外

0012
一般会計
　総務本省

（項）施設等所在市町村調整交付金
 （大事項）施設等所在市町村調整交付金に
必要な経費

施設等所在市町村調整交付金に必要な経費 7,200 7,200 7,200 7,200 7,400 
固定資産税の代替的性格を有し、使途制限のない一般財源と
して交付する地方財源であるため

自治税務局 - 政策評価対象外

0013
一般会計
　管区行政評価
局

（項）管区行政評価局共通費
　（大事項）管区行政評価局一般行政に必
要な経費

－ 6,430 6,430 6,236 6,678 6,681 類似経費（１） 行政評価局 - 政策評価対象外

0014
一般会計
　総合通信局

（項）総合通信局共通費
　（大事項）総合通信局一般行政に必要な
経費

－ 8,121 8,121 7,854 8,502 8,511 類似経費（１） 官房会計課 - 政策評価対象外

0015
一般会計
　総合通信局

（項）電波利用料財源電波監視等実施費
　（大事項）電波利用料財源電波監視等の
実施に必要な経費

電波利用料に係る制度の企画又は立案等に必要な経費 2,295 2,295 2,144 2,453 2,296 類似経費（５） 総合通信基盤局 Ⅴ-5
電波利用料財源電波監視等の実

施

0016
一般会計
　公害等調整委
員会

（項）公害等調整委員会
　（大事項）公害等調整委員会に必要な経
費

－ 480 480 456 496 498 類似経費（２）
公害等調整委員会
事務局

－ 政策評価対象外

0017
一般会計
　消防庁

（項）消防庁共通費
　（大事項）消防庁一般行政に必要な経費

－ 1,884 1,884 1,839 1,923 1,927 類似経費（１） 消防庁 - 政策評価対象外

0018
一般会計
　消防庁

（項）消防庁共通費
　（大事項）消防大学校に必要な経費

－ 329 329 327 328 328 類似経費（１） 消防庁 - 政策評価対象外

（項）地方交付税交付金
　(大事項）地方交付税交付金に必要な経費

16,329,804 16,329,804 16,329,804 16,008,481 
 15,935,037
＋事項要求

（項）地方交付税交付金
　(大事項）東日本大震災復興に係る地方交
付税交付金に必要な経費

346,353 689,348 438,205 325,737 事項要求

0020
交付税及び譲与
税配付金特別会
計

（項）地方特例交付金
　(大事項）地方特例交付金に必要な経費

－ 132,800 132,800 132,800 154,400 171,300 
地方交付税と同様、使途制限のない一般財源として交付する
地方財源であるため

自治財政局 Ⅶ-4
地域主権型社会の確率に向けた
地方財源の確保と地方財政の健

全化

0021
交付税及び譲与
税配付金特別会
計

（項）地方譲与税譲与金
　(大事項）地方揮発油譲与税譲与金に必要
な経費
　(大事項）石油ガス譲与税譲与金に必要な
経費
　(大事項）自動車重量譲与税譲与金に必要
な経費
　(大事項）航空機燃料譲与税譲与金に必要
な経費
　(大事項）特別とん譲与税譲与金に必要な
経費
　(大事項）地方法人特別譲与税譲与金に必
要な経費
　(大事項）地方道路譲与税譲与金に必要な
経費

－ 2,536,403 2,536,403 2,405,224 2,575,403 2,576,103 
形式上一旦国税として徴収し、これを地方団体に譲与するも
のであり、地方税に属すべき税源であるため

自治税務局 - 政策評価対象外

0022
交付税及び譲与
税配付金特別会
計

（項）事務取扱費
　(大事項）事務取扱いに必要な経費

－ 257 257 249 275 267 類似経費（３） 自治財政局 - 政策評価対象外

平成３０年度行政事業レビュー対象外リスト

事業
番号

会計・組織区分 項・事項 事　　業　　名
平成２９年度
補正後予算額

平成２９年度
平成３０年度
当初予算額

平成３１年度
要求額

除外理由 備　考 担当部局庁
政策評価の体系

執行可能額 執行額 番号 施策名

地域主権型社会の確率に向けた
地方財源の確保と地方財政の健
全化

0019
交付税及び譲与
税配付金特別会
計

－ 対象外指定経費 自治財政局 Ⅶ-4
地域主権型社会の確率に向けた
地方財源の確保と地方財政の健

全化

0007 － 対象外指定経費 自治財政局 Ⅶ-4
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　　　　　様式６  

（単位：百万円）

事業
番号

会計・組織区分 項・事項 事　　業　　名
平成２９年度
補正後予算額

平成２９年度
平成３０年度
当初予算額

平成３１年度
要求額

除外理由 備　考 担当部局庁
政策評価の体系

執行可能額 執行額 番号 施策名

0023
交付税及び譲与
税配付金特別会
計

（項）諸支出金
　(大事項）諸支出金に必要な経費

－ 470 470 384 448 435 類似経費（３） 自治財政局 - 政策評価対象外

0024
交付税及び譲与
税配付金特別会
計

（項）国債整理基金特別会計へ繰入
　(大事項）国債整理基金特別会計へ繰入れ
に必要な経費

－ 32,670,887 32,670,887 32,418,136 32,583,925 32,286,646 対象外指定経費 自治財政局 Ⅶ-4
地域主権型社会の確率に向けた
地方財源の確保と地方財政の健

全化

0025
交付税及び譲与
税配付金特別会
計

（項）予備費 － 2,600 2,600 - 2,600 2,600 対象外指定経費 自治財政局 - 政策評価対象外

0026
交付税及び譲与
税配付金特別会
計

（項）交通安全対策特別交付金
　(大事項）交通安全対策特別交付金に必要
な経費

－ 62,100 62,100 55,344 60,160 57,610 
各都道府県が自ら徴収する反則金収入を原資として、地方団
体に交付する地方財源であるため

自治財政局 -
内閣府（警察庁）において政策

評価を行っている。

一般会計 16,043,611 15,685,569 15,692,728 15,645,927 15,944,003 
東日本大震災復興特別会計 255,849 261,159 257,592 325,215 - 
交付税及び譲与税配付金特別会計 52,081,674 52,424,669 51,780,146 51,711,429 51,029,998 

注１．　該当がない場合は「－」を記載し、負の数値を記載する場合は「▲」を使用する。

注２．  予備費を使用した場合は「備考」欄にその旨を記載するとともに、金額を記載すること。

注３．「執行可能額」欄には、補正後予算額から繰越額、移流用額、予備費等を加除した計数を記載すること。

注４．「項・事項」欄には、整理された事業が計上されている項・大事項を全て記述すること。

合　計
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総 官 会 第 866 号 の２ 

平成 25 年 4 月 26 日 

総務省行政事業レビュー推進チーム運営要領 

 

（目的） 

第１条 

 総務省に、総務省行政事業レビュー推進チーム（以下「チーム」という。）を置き、行

政事業レビュー（以下「レビュー」という。）の責任ある実施に取り組む。 

 

（構成員） 

第２条 

 チームの構成員は次に掲げる者とする。 

  統括責任者：大臣官房長 

  副統括責任者：大臣官房会計課長及び大臣官房政策評価広報課長 

  メンバー：各局総務課長等 

  その他、チームが必要と認めたときは、上記以外の者を参画させることができる。 

２ チームの下に事務局を置き、チームの運営に関する事務を担当させる。 

３ 事務局長は、大臣官房長とし、事務を総括整理する。事務局次長は、大臣官房会

計課長及び大臣官房政策評価広報課長とし、事務を整理する。 

 

（業務） 

第３条 

 チームは、以下の取組を行うものとする。 

一 事業所管部局による行政事業レビューシートの適切な記入及び厳格な自己点

検の指導 

二 外部有識者の指名 

三 外部有識者の点検を受ける事業の選定及び外部有識者からの点検結果の聴

取 

四 外部有識者による公開の場での点検の対象となる事業の選定及び点検結果の

聴取 

五 一、三及び四を踏まえた事業の厳しい点検及び点検結果（所見）の取りまとめ 

六 チーム所見を踏まえた事業の改善状況の点検 

七 総務省全体の概算要求への反映状況の確認及び取りまとめ 

２ レビューは総務省自らが、自律的に実施する取組であることに鑑み、チームは、

本条第１項各号に示した取組に加えて、主体的かつ不断に創意工夫を重ねなが

【参考資料】 



ら、レビューの実効性向上のための取組を積極的に行うものとする。 

 

（雑則） 

第４条 

 この要領に定めるもののほか、チームの運営に必要な事項は、チームが定める。 

 

 

附則 

 

（施行期日） 

第１条 

 この要領は、平成２５年４月２６日から施行する。 

 

（雑則） 

第２条 

総務省予算執行監視チーム運営要領（平成２２年１月２９日総官会第２１０号）は、

この要領の施行をもって廃止する。 
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